普通河川の利用と管理の法的課題 by 荏原 明則 & Akinori Ebara
１ は じ め に
普通河川は, ハイキングで目にする渓流や日常何気なく見ている細い水
の流れなどであり, 唱歌の ｢春の小川｣ にも歌われるようにわれわれの生
活に密着して存在してきた｡ しかし, 都市化や開発により姿を消したり,
水が汚れて下水路に変わったり, また, この小河川が場合によっては洪水
の原因となる等大きく変化してきた｡ この小稿では以下に見るような問題
を念頭に置いて普通河川の法的問題について, その管理法制の面から若干
の検討を加えようとするものである
(１)
｡
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(１) 普通河川に関する先行研究には以下のようなものがある｡ 寳金敏明・
里道・水路・海浜 (４訂版) (ぎょうせい, 2009) は法定外公共物に関す
る詳細な研究書である｡ 原龍之助・公物営造物法 [新版] (有斐閣, 1974)
352頁, 井上隆晴 ｢法定外公共物の管理について｣ 木村保男編 『現代実務
法の課題』 129頁 (有信堂, 1974), 竹内俊子 ｢高知市普通河川等管理条例｣
ジュリスト800号 (条例百選) (有斐閣, 1983) 200頁, 黒木三郎 ｢水法論
序説 とくに国有林野上の普通河川をめぐって｣ 早稲田法学61巻 34 号
29頁 (1986), 塩野宏 ｢法定外公共物とその管理権｣ 成田頼明編・行政法
の争点 (新版) (有斐閣, 1990) 152頁, 小幡純子 ｢高知市普通河川等管理
条例｣ 新条例百選 (ジュリスト別冊) (有斐閣, 1992) 198頁, 亀田健二
｢法定外公共物｣ 芝池他編・行政法の争点 (３版) (ジュリスト別冊, 有斐
閣, 2004) 194頁｡
実務家向けの手引きとして建設省財産管理研究会編著 『公共用財産管理
の手引―いわゆる法定外公共物―』 (第２次改訂版) (ぎょうせい, 1995),
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なお, この問題の資料としては, ぎょうせい・長狭物 維持・管理の手引
き―自治体による旧法定外公共物の運営―｣ (以下 ｢長狭物｣ という｡)
(ぎょうせい, 平成17年, 加除式) がある｡
なお, 法律家によるものではないが, 鳥越皓之編・里川の可能性―利水・
治水・守水を共有する― (新曜社, 2006) は, 身近な小河川を考える参考
となる｡
また, 筆者は法定外公共物の管理と条例の問題については, 簡単な紹介
と検討したことがある｡ 拙稿 ｢法定外公共物 (法定外公共施設) と管理条
例｣ 月刊地方分権13号 (ぎょうせい, 2000) 96頁, なお公物 (公共施設)
について, 拙著・公共施設の利用と管理 (日本評論社, 1999)｡
(２) 小平市のＨＰでは, ｢用水路 (ようすいろ) 登記所備え付けの旧土
地台帳の付属地図 (公図) 上無番地で水色の長狭線で記入されている敷地
(通称 ｢青線｣ ｢青道｣ ともいわれます) で幅員が２間 (3.6m) の敷地で
ある傾向があります｡ 昔は用水路 (飲用・灌漑用等) や悪水路 (雨水・雑
排水) として利用されていたもので現在では環境資源として見直されてい
(写真１) 普通河川の例 (小平市彫刻
の谷緑道 (用水路
(２)
))
ここ20年ほどであるが筆者は国・地方公共団体の委員として小さな河
川を問題とするケースを直接・間接に目にする機会を得たが, その際いく
つか気になったケースがあった｡
第一は, 10年以上前のことであるが山麓の傾斜地においてマンション
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ます｡｣ と説明されている｡ 小平市の用水路は玉川上水からの分水したも
ので, 上記の写真は小川用水の一部｡ 小平市では, 小平市用水路条例 (平
成13年条例11号) を定めて管理している｡
(３) 小平市のＨＰでは, ｢里道 (りどう) 登記所備え付けの旧土地台帳
の付属地図 (公図) 上無番地で赤色の長狭線で記入されている敷地 (通称
｢赤道｣ あるいは三多摩地方では ｢朱引道｣ とも言われています) で幅員
が１間 (1.8m) の敷地である傾向があります｡ 昔は人が足しげく往来し
た通路, 耕作のために設けられた通路として利用されていたもので現在で
は市道や私道の一部を構成しています｡ また, 生活道路としての路地道・
便利道等としての利用も期待されています｡｣ と説明されている｡ 小平市
は法定外道路については, 条例ではなく, 小平市認定外道路等維持管理要
綱 (昭和57年４月１日事務執行規程) を定めている｡
出典：小平市のＨＰ：http: //www.city.kodaira.tokyo.jp /oshirase /001 /
001708.html
(写真２) 里道の例 (小平市たから道 (里道
(３)
))
建設のため開発許可がなされたケースである｡ 当該計画では, その対象区
域は工場跡地でありこの敷地の中央部には小さな流れがあったが, その流
れの周辺部を切土し, 流れのあった部分を盛り土して, 流れを暗渠として
整地した上でマンション建築がなされる内容であった｡ このため, 水の流
れを地中に埋めて暗渠化し, 盛土の上に建築をする工法の安全性への疑問
に関連して, 周辺住民から情報公開請求, 開発許可の審査請求等がなされ
た｡ その後の提訴の有無・結果等は別にして, 現在マンションは計画通り
建築されたようである｡ そして最近, 国土交通省による宅地耐震化推進化
事業の一環として行われた大規模盛土による宅地造成地調査に参加する機
会があり, 地下水又は水路の処理が不適切もしくは事後管理に問題がある
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(４) 水路の管理については, ほとんどの市町村で草取りや清掃等は地元の
住民又は集落, 自治会等に任せているとの説明を受けたが, 写真のように
市が清掃等を行っているところも少数ながら存する｡
出典：西宮市ＨＰ
(写真３ 西宮市内の水路清掃
(４)
)
ため, 危険性がある住宅団地を見ることができた｡ これは谷間に流れる水
流又は地下水の処理が問題となるものであり, 見落とされがちな山あいの
小さい谷間に流れる水流が場合によっては大きな影響があることを示すも
のである｡
第二は, 数年前に山の斜面地に周辺の岩や草木に囲まれた美しい渓流
(半自然渓流) が, 開発許可によって消滅した例である｡ この渓流の周囲
の土地所有者がマンション業者に土地を売却したところその業者が当該地
域を開発して ｢窓から美しい眺望が望めるマンション｣ を建設するもので
あった｡ この計画では, 水流を管理する市から開発許可の同意 (都市計画
法32条) を得て, この渓流をいわゆる三面張りの水路とするものであっ
た｡ 市町は水路を付け替えても安全上支障はないとして, 公共施設管理者
としての同意をした｡
この同意について住民からは景観上, 環境上問題があるという反対があっ
たが, 市は同市の水路管理条例上, 水路付け替えによる安全性はチェック
するが, 景観上や環境上の問題は要件に含まれないと回答した｡ 住民から
は同市の ｢自然と共生するまちづくり条例｣ において水辺環境の保全に関
する規定があることが主張されたが, 同市はこの規定は法的権利義務を定
めたものではないと説明し, 上記のような同意をしたものである｡
ここでは, 河川法の平成９年の法改正からかなりの期間が経っているに
もかかわらず, 河川環境の保全が同意のための考慮事項にもなっていない
ことが理解できる｡
第三は, 県道沿いで従来水路であった土地が土地の売買の際に埋め立て
られ, 店舗が建築された例である｡ この土地は都市計画道路に関する都市
計画決定がなされた区域に含まれるものであるが, 誰も現在までのところ
問題としてこなかった｡ 判例によれば, このような場合には時効が成立し
うるが, 当該土地は既に20年を超える長期間占用がされている｡ 当該水
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路埋立地点から下流数百メートルで盛土による宅造地内で崖崩れが起こっ
たが, 事故後地下水処理の上, 擁壁の再建がなされ, 現在擁壁の下の土地
では店舗が建築されている｡
以上のような例は, 筆者が見聞きしたものであるが, 小さな水流や水路
がわれわれの身近なものであるとともに, 大きな問題も含むことが理解で
きる｡ また, 筆者は, 普通河川の管理状態やその法的問題について調査を
行う機会を得, また法定外公物に関して簡単な検討を行ったこともあり,
これらをもとに議論を進めることとしたい
(５)
｡
２ 普通河川の意義
 普通河川の意義
普通河川について議論するため普通河川の意義について簡単に触れてお
こう｡ 従来から普通河川や里道, いわゆる青線, 赤線等は公物管理法の適
用を受けない公物 (公共物ないしは公共用物) とされ, 法定外公物, 法定
外公共用物と称されてきた｡
河川についてはわが国では, その管理等に関して河川法が制定されてお
り, 主な河川はこの河川法の適用を受ける｡ 河川法ではその適用される河
川を１級河川, ２級河川として利用規制や機能維持管理をするが, 準用河
川については２級河川に関する規定が準用される
(６)
｡ これに対して普通河川
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(５) 法定外公共物の管理と条例の問題については, 拙稿・注(１) ｢法定外
公共物 (法定外公共施設) と管理条例｣ 月刊地方分権13号 (ぎょうせい,
2000) 96頁｡
(６) 河川法３条１項｡ 同法では, ｢｢一級河川｣ とは, 国土保全上又は国民
経済上特に重要な水系で政令で指定したものに係る河川 (公共の水流及び
水面をいう｡ 以下同じ｡) で国土交通大臣が指定したものをいう｣ (４条１
項) とし, ｢｢二級河川｣ とは, 前条第一項の政令で指定された水系以外の
水系で公共の利害に重要な関係があるものに係る河川で都道府県知事が指
は, 河川法の適用が適用されない小河川等を意味すると解されてきた｡ 学
説では, ｢河川法や下水道法など河川管理に関する特別法の適用ないし準
用のない河川 (これと接続する湖沼を含む), 運河, 公共用悪水路, 堀,
堤塘等を総称｣ したものと定義する
(７)
｡ 本稿でもこの定義を前提に議論を進
めよう
(８)
｡
ただ実際には, 普通河川とは次頁の図１からでも推測できるように小川
や細い渓流・水の流れであり, 見過ごされることも少なくないことは, 問
題提起の部分でも触れたとおりである｡ 聞き取り調査をした多くの地方公
共団体の担当者からは普通河川がどこにあるか, またどのくらいの数があ
るか等については, ｢把握していません｡｣ また ｢調査していません｡｣ と
の回答が多かった｡ 市町村の中には普通河川の位置を地図上で確認でき,
また区間を指定するものもある
(９)
が, これは少数にとどまる｡
さらに, 数や位置を明示している市町村でも担当者から, これは条例適
用のあるものであってそれ以外にないは言えないという回答もあった｡
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定したものをいう｣ (５条１項) と定めている｡ この他, ｢一級河川及び二
級河川以外の河川で市町村長が指定したもの｣ を ｢準用河川｣ とし, 準用
河川については, この河川法中二級河川に関する規定 (政令で定める規定
を除く｡) を準用することとしている (100条)｡
(７) 原龍之助・注(１)352頁, 寳金敏明・(注１)11頁｡
(８) 本文にあげた ｢春の小川｣ の題材となった流れは, 農業用水路であっ
たと考えられ, 普通河川の定義如何よっては普通河川に含まれないことと
なる｡
(９) 例えば西宮市の水路指定規則 (資料に掲載) を参照｡ 函館市は河川
(普通河川も含む) の地図をＨＰに掲載している｡ この他, 杉並区, 練馬
区などの担当者は数等を明確に回答した｡
これに対して, 赤穂市, 南国市などからはすべてを把握することは難し
いとの回答を得たが, これが多数である｡
さらに担当者 (？) 間で説明が混乱する市町村も見られ, この問題の根
深さを再確認した｡
このように普通河川を把握しきれていないため, 後に見るように法制度
の構築, また運用で問題を起こすことになるといってよいかもしれない｡
 (旧) 法定外公物の市町村への譲与
普通河川の種類には, 前の定義に見たように多様なものが含まれる｡ 寳
金氏の分析によれば
(10)
, 青線のほか, 川敷や湖底等が公共団体または私人の
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出典：国土交通省東北地方整備局山形河川国道事務所のＨＰ (http: //www.thr.mlit.go.jp /
yamagata / river /enc /words /06ha /ha-006.html)｡
図１ 河川の種類
(10) 寳金・前掲注(１)11頁｡
所有に属する河川, 湖沼, 溜池等のうち, 公共用物である普通河川や溜池
等も含まれる｡ ここでいう青線とは, 公図上青線を以て表示されている河
川, 公共用悪水路等のうち, 河川法や下水道法等の適用や準用のないもの
で, その多くは明治初年以来の農業用水路である｡ なお, 堤塘 (堤塘敷,
土揚げ敷) は一般に公図上河川・水路の両側に長狭線で描かれており, 二
線引畦畔同様, 無着色あるいは薄墨色に着色された無番地の土地として表
示されている｡ 堤塘の多くも多くは (旧) 法定外公共物である｡
また, 脱落地たる河川, 公共用悪路, 溜池等も, 私川または私有との確
証のない公共用物たる河川, 溜池等も含まれる｡
普通河川等の (旧) 法定外公共物のうち, 里道と公共用水路等として現
に公共の用に供されているものは, 従来, 国土交通省 (旧建設省) 所管の
国有財産であると解されてきたが, これらは平成12年４月１日から平成17
年３月31日までの間に市町村に譲与された
(11)(12)
｡
里道と普通河川については, ① ｢水路｣ や ｢里道｣ のうち, ②道路法や
河川法, 下水道法の適用もしくは準用のないもので, ③現に公共用物とし
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(11) (旧) 法定外公共物には, 従前, 海岸法の適用のない一般海岸も含ま
れるとされてきたが, 平成11年改正後の海岸法にいう一般公共海岸として
管理されることとなった｡
(12) 建設省財産管理研究会編・地方分権と法定外公共物 (ぎょうせい,
1999)｡ 本書は地方分権一括法 (地方分権の推進を図るための関係法律の
整備等に関する法律, 注(10)参照) や関係法令を詳しく解説する｡
また (旧) 法定外公共物の譲与については, 公共用財産管理研究会編・
法定外公共物の譲与 (ぎょうせい, 2001) が詳しい｡ 本書は実務家向けの
譲与手続に関する手引書であるが, 地方分権の流れの中での扱い等につき
解説があり, 資料も掲載されている｡
なお, 本書は地方公共団体が譲与申請をするための手引きであるが, 第
３章では譲与を受けた里道・水路等についてはその管理のための条例を定
めて管理をすべきとしており, さらに単に財産管理条例的なものではなく,
機能管理についても検討すべきことも指摘している｡ 297頁｡
て機能としており, ④地盤の所有権が国に属するもので, かつ⑤旧建設省
所管のものが, 市町村への譲与の対象となった
(13)
｡
なお, 以下の条例の検討からは各条例の使用する ｢普通河川｣ の意味は
必ずしも同一ではないことを指摘しておきたい｡ この点の詳細は各条例の
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(13) 地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律113条,
国有財産特別措置法５条１項５号
｢河川等 (河川, 湖沼その他の水流又は水面をいい, 河川法 (昭和39年
法律第167号) が適用又は準用される河川及び下水道法 (昭和33年法律第
79号) が適用される下水道を除く｡ 以下この号において同じ｡) 又は道路
(道路法 (昭和27年法律第180号) が適用される道路を除く｡ 以下この号に
おいて同じ｡) の用に供されている国土交通大臣の所管に属する土地 (そ
の土地の定著物を含む｡) について, 国が当該用途を廃止した場合におい
て市町村が河川又は道路の用に供するとき｡｣
地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律附則54条,
(国有財産特別措置法の一部改正に伴う経過措置)
54条 ｢市町村は, この法律の施行の際に現に第113条の規定による改正
後の国有財産特別措置法第５条１項５号に規定する土地で当該市町村の区
域内に存するものについて, 同号の規定により国から譲与を受けようとす
るときは, 速やかにその土地を特定し国に対してその旨を申請するものと
する｡
２ 前項の申請に係る土地にあって国が当該土地を譲与するため用途を廃
止し普通財産となったものについては, 国有財産法第４章の規定は, 適用
しない｡｣
上記のように地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法
律113条により, 国有財産特別措置法５条１項５号は改正されたが, 同法
５条１項柱書きは
｢普通財産は, 次に掲げる場合においては, 当該地方公共団体に対し,
譲与することができる｡ ……｣ と定めている｡ したがって, 国が当該水路
や里道を行政財産から一端普通財産とした後, 譲与がなされ, 譲与された
地方公共団体はその財産を行政財産 (公共用物) として国民の利用に供す
るためための手続が必要とされる｡ このため当該財産の管理・利用につい
て定める条例の制定が一般には要求されると解される｡
検討にさいして述べることとしたい｡
３ 条例の多様な展開：法的規制の現状
普通河川に関しては, 条例を定めて管理することは一般的ではある
(14)
が,
条例を定めなくても管理行為ができるとする有力な見解があり, 又, 実務
上も条例の制定を行っていない地方公共団体もある｡ 管理について小平市
は普通河川を市有水路等として,
と定める例もある (小平市用水路条例 (平成13年条例第11号) ３条) が,
このように明確に定める規定はほとんど少ない (資料掲載の条例参照)｡
以下いくつかに分類して普通河川を対象とする条例を見ておこう
(15)
｡ 用語
としては以下のようなものが多い｡
① 法定外公共物管理条例
② 水路管理条例
論
説
｢市長は, 市有用水路及び協定用水路 (以下 ｢市有用水路等｣ という｡)
を常に良好な状態に維持し, 適正な利用が図られるよう管理しなければな
らない｡
２ 市長は, 指定用水路の流水機能を管理するものとする｡
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(14) 本文で指摘した国からの譲与を契機としてその管理条例の制定改正等
を行った市町村が多いため, 各市町村の条例は平成12年から平成17年頃ま
での間に制定・改正されたものが多い｡ 前掲・注(１)長狭物189頁以下｡
(15) 普通河川管理条例等, 普通河川の管理に関する条例の制定状況につい
ては注(１)に掲げた, ぎょうせい・長狭物 維持・管理の手引き―自治体
による旧法定外公共物の運営―｣ (ぎょうせい, 平成17年, 加除式) 188頁｡
本書は現在追録４号まで刊行され, 内容現在は平成22年である｡ 188頁以
下の条例一覧表は初版時のままであるが, 平成17年３月の国から市町村へ
のいわゆる青線, 赤線の譲り渡しに際して多くの市町村で条例の制定改廃
が行われているため, 改訂が待たれる｡
③ 普通河川管理条例
などが用いられている｡ これらを簡単に見ておこう｡
 法定外公共物管理条例：普通河川と法定外道路を同一条例で規定
現在, 最も多いと考えられるのは法定外公共物管理条例である｡ 法定外
公共用財産管理条例等の名称が用いられることもある｡
この名称の条例は, 大略以下のような共通点を持つ｡
第一に, 規制対象が河川法等の適用・準用されない河川, 道路法等の適
用されない道路であることである｡ 後に見る水路条例, 公共暗渠管理条例
は水路等と里道等を区別して条例を定めるためここには含まない｡
第二に, 伝統的にいわゆる財産管理的側面からの規定を中心として構成
されている｡ これは譲与以前に, 機能管理を市町村が行い, 財産管理を国
(および機関委任を受けた都道府県知事) がという分離論の流れを引くも
のと考えられる｡ 譲与の後には, 特に青線 (普通河川), 赤線 (里道等)
については機能管理は集落や住民にまかせ, 財産管理を市町村がするとす
る例が多い｡
第三に, 規制は一定の行為禁止規定と工事等の許可規定を有する｡ 禁止
される行為の例としては次のようなものがある
(16)
｡
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｢何人も法定外公共物について, みだりに次の各号に掲げる行為をしては
ならない｡
 法定外公共物を損傷し, 又は汚損すること｡
 法定外公共物に土石, 竹木等の物件を堆積し, ごみ, ふん尿, 鳥獣
の死体その他の汚物又は廃棄物を捨てること｡
 法定外公共物の構造又は機能に支障を及ぼすおそれのある行為をす
ること｡｣
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(16) 篠山市法定外公共物の管理に関する条例 (平成16年条例第19号) ３条
上記の禁止行為は, 凡そ財産としての公共物への損壊行為ということもで
きるが, その機能に障害をもたらす行為もふくむ｡
次に, 許可を有する行為には次の行為が挙げられている
(17)
｡
ここでは, 法定外公共物の使用, 工事等について許可制をとっていること
が理解できる｡ また, この許可要件については特に定めを置いておらず,
この点は他の多くの条例も同様である｡ 多くの条例では, 別表又は施行規
則に具体的な使用料を設定している｡ １号の水面使用としては, 例えば,
道路と建築物の敷地の間に水路が通る場合には, 水路の上に通路を設ける
等がしばしば行われる｡ ３号は砂利や石の採取を対象とするものである｡
川砂利は塩害を起こさない優良な建築材として重用されてきたが, 近年は
河川環境保護の観点から砂利採取を規制するところも多い｡ ４号の改築や
付け替え工事の例としては, 河川改修のために市町村が行うほか, 私人が
宅地開発等のために都市計画法上の開発許可を得て一定範囲の広い土地の
形質を変更する際に行われることもある｡ 問題点として挙げた例はこれに
論
説
｢法定外公共物に関し, 次の各号に掲げる行為をしようとする者は, 市長
の許可を受けなければならない｡ 許可を受けた内容を変更しようとすると
きも同様とする｡
 敷地又は水面を使用すること｡
 流水を停滞させ, 又は引用すること｡
 敷地内において, 土石, 竹木その他の産出物を採取すること｡
 改築又は付替工事をすること｡
 前各号に掲げるもののほか, 法定外公共物に関し工事をすること｡
２ 市長は, 前項の行為が, 法定外公共物の管理に支障を及ぼさず, かつ
必要やむを得ないと認めるときに限り許可を与えることができる｡
３ 市長は, 前項の許可をする場合において, 法定外公共物の管理又は適
正な利用のため必要があると認めるときは, 当該許可に必要な条件を付
すことができる｡｣
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(17) 篠山市法定外公共物の管理に関する条例４条
該当する｡
以上の点から理解できるこことは, 水路の管理一般が問題になるのでは
なく, 各水路の利用状況により異なることである｡
例えば農業用水路として利用については, 南国市での取扱が参考となろ
う
(18)
｡ 南国市では, 南国市法定外公共用財産管理条例 (平成17年条例第１
号) を定めるが, 市内の普通河川は主として農業用水路であり, その日常
管理, 例えば草刈り等は河川周辺の集落が行ってきた (詳細は後掲)｡
この法定外公共物管理条例に中で注目すべき例は, 高知市法定外公共物
管理条例 (平成17年条例第42号) である｡ 高知市は, 平成17年３月のい
わゆる青線・赤線の国からの一括譲り渡しを契機として, 従前の高知市普
通河川等管理条例 (昭和42年条例第１号) を廃止し, 現行の法定外公共
物管理条例を定めた｡ この点については後に検討しよう｡
 普通河川 (水路等) と法定外道路 (里道等) とを区別して条例を定め
るもの
この分類の条例は, の類型とは異なり, 普通河川 (水路等) と道路と
を分けて規制することに特色がある｡ もっとも, 神戸市のように里道はす
べて道路認定したとする場合
(19)
には法定外道路という概念が不要であり, そ
れを管理・規制する条例も不要となろう｡ 北海道や東日本では法定外道路
管理条例等を持たない市町村が多いが, その理由等はさらに調査の必要が
ある｡
① 水路管理条例としては, 兵庫県西宮市 (西宮市水路管理条例 (昭和
43年条例47号) と西宮市法定外道路管理条例 (平成13年条例25号))
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(18) 以下の記述は, 2011年３月14日の筆者らによる聞き取り調査によるも
のである｡
(19) 拙稿・注(１)執筆時に担当者に聞き取り調査した｡
の例がある｡
② 河川等管理条例の名称を持つものとしては姫路市 (姫路市河川等管
理条例 (姫路市条例昭和33年条例41号) と姫路市法定外道路管理条
例 (平成16年条例37号)) 等がある｡
③ 普通河川管理条例 (または普通河川等管理条例) を持つものもある｡
北海道内の多くの市町村では平成12年頃に条例が制定・改正された｡
北海道内の条例の特色は, 後で見るように河川法平成９年の法改正を
受けた内容で制定・改正され, 北海道内各市町村は類似する内容の普
通河川管理条例を有する｡ これは北海道による標準様式提示の影響が
あったものと考えられる｡ ただ, 北海道内の市町では法定外道路管理
条例を持たない市町が多い
(20)
が, 神戸市のように法定外道路が存しない
か否かは問題である｡
また名称が普通河川管理条例であっても, その内容は法定外公共物
管理条例とほぼ同様の規定を置く市町村も少なくない｡
④ 公共溝渠管理条例という名称を持つものは東京都に多くみられ, 東
京都杉並区 (杉並区公共溝渠管理条例 (昭和28年条例13号) と杉並
区区有道路管理条例 (平成13年条例55号)), 練馬区 (練馬区公共溝
渠管理条例 (昭和28年条例９号) と練馬区区有道路管理条例 (平成15
年条例40号)), 中野区 (中野区公共溝渠管理条例 (昭和51年条例第27
号) と中野区区有通路条例 (昭和51年条例第26号)) などがある｡
⑤ 普通河川管理条例と公共溝渠条例の両条例を有する例としては, 江
東区 (江東区普通河川管理条例 (昭和56年条例第42号), 江東区公共
溝渠管理条例 (昭和28年条例第10号) と江東区区有通路管理条例
論
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(20) 札幌市は札幌市普通河川管理条例 (平成12年条例28号) と札幌市法定
外道路条例 (平成15年条例15号) を定めるが, 本文に指摘したように法定
外道路条例を持つところは少ない｡
(平成４年条例第17号)) がある
(21)
｡
４ 普通河川の実態と法制度
普通河川は, 道路とは異なり当該市町村の地形的地域的環境等, さらに
周辺住民の生活状況や市街化の動き, 産業の変化等により大きく影響を受
ける｡ このため管理条例を見てもその実態は必ずしも明らかにはならない｡
むしろ実態の調査によって, 管理条例の位置づけが大きく異なることがあ
ることが理解できる｡
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(21) 江東区の条例では, 普通河川を ｢河川法 (昭和39年法律第167号) の
適用又は準用のない河川 (公共の水流及び水面をいう｡ 以下同じ｡) で,
区長が管理することを適当と認めて指定したものをいい, 河川管理施設を
含むものとする｡｣ と定義し (江東区普通河川管理条例２条１号), 具体的
に以下の河川を指定する (普通河川管理条例施行規則３条)｡
別表 (第３条関係)
そして, 公共溝渠とは, ｢溝渠及び堤塘, 護岸, 土揚敷その他これに附
属して一体をなす施設 (以下堤塘以下を ｢附属物｣ という｡) であって一
般公共の用に供せられているものの総称をいう｡｣ と定義している (江東
区公共溝渠条例２条)｡
(昭63規則34・全改, 昭63規則47・平12規則22・平19規則63・一部改正)
普通河川の名称 区間
上流端 下流端
仙台堀川 １級河川大横川からの分派点 １級河川小名木川への合流点
福富川 東京都江東区平野四丁目８番・
９番地先
１級河川仙台堀川への合流点
福富川枝川 東京都江東区平野二丁目10番
及び同三丁目９番地先
１級河川福富川への合流点
中の堀川 東京都江東区佐賀二丁目８番・
９番地先
１級河川大島西支川への合流
点
 法定外公共物管理条例と普通河川管理条例
ここでは, 水路・普通河川等の譲与を契機として条例を改廃した高知市
の例を挙げてみよう｡ 高知市は, 青線の譲り渡しを受けるまで施行してき
た普通河川等管理条例 (昭和42年条例１号) を廃止し, 現行の法定外公
共物管理条例 (平成17年条例42号) を定めた｡ 高知市の場合は元来, 河
川法の適用を受けない市内の河川を流水事情の悪化と溢水防止のために条
例を制定して, 河川整備を行ってきた｡ 例えば, 普通河川の末端にはポン
プ上を設置する等の措置をとってきた｡ 市内の普通河川に関する台帳を整
備し, 地図上にも示してきた｡
しかし, 平成17年に青線の譲与を機会に, 普通河川等管理条例を廃止
して法定外公共物管理条例を定めた｡ この際には従来の普通河川管理が洪
水防止に向けられていたのに対して, 青線は農業用水路等に使用されるな
ど異なる目的のために使用されてきたので, 両者を統一するものである｡
旧条例時代に指定された普通河川を地図上で見ると市街地の中の堀や小規
模の流れを指定しており, 河川と平行して流れるものの他, 堀の水流の維
持のためのものなどが目につく｡ 担当者からは指定の際には過去の洪水被
害発生要因であったことの有無が考慮されたと説明された｡ このため場所
によっては河川 (河川法適用の河川) への水の流れが高低差により流れに
くく, この場合にはポンプによる排水も行われている｡ 条例に指定された
普通河川の名称には○○川というものの他, ○○水路というものが多い｡
旧条例で指定されていなかったものでのその当時の地図では, その他普通
河川とされる流れがあるが, これは近郊の農業地域に多く見られる｡
 普通河川管理に関する予算的制限
普通河川管理について多くの予算をかけている市町村は, 聞き取り調査
した市町では存しなかった｡ 多くの市町では, 財産管理はしているが機能
論
説
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管理は地元にまかせるという説明につづいて予算がないという説明がほと
んどであった｡ 聞き取り調査を行った中小規模の市では年間予算数千万円
という回答が多く, 後に見るように災害復興に際して整備をしているとい
う説明 (四万十市等) や市独自の土地改良の予算で行う (すなわち, 農業
用水路の整備｡ 南国市等) という説明は普通河川の政策上の位置づけを示
しているようにも考えられる｡
もっとも予算の問題については, 平成18年より農林水産省による ｢農
地・水・環境保全向上対策｣ という施策が開始され, 平成19年より ｢農
地・水保全管理支払交付金｣ が制度化された｡ これにより農業目的の水路
については一定の補助金による整備が可能となった｡ 平成18年度はパイ
ロット事業が全国各地で行われ, 神戸市では神出町東地区 (神戸市西区神
出町) がモデル支援事業と指定された｡ 神出町東地区を含む神戸市西区・
北区は神戸市の里づくり政策が展開されてきた地域であり, この地区は近
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(農林水産省の農地・水保全管理支払交付金のＨＰ (http: //www.maff.go.jp / j / nousin /kankyo /
nouti_mizu / index.html)｡
郊型農業地域である
(22)
｡ この農地・水・保全管理支払交付金は, ｢農地・農
業用水等の資源は, 食糧の安定的供給や多面的機能発揮の基盤となる 『社
会共通資本』｣ としてその整備等のための補助を行う制度である
(23)
｡ これに
より農業用水や農道等の管理維持や整備のための交付金が国から交付され
ることとなっている｡ ここで言う農業用水路は河川法の適用の有無とは概
念が異なり, 河川法の適用される２級河川や準用河川とともに普通河川も
含まれることになる｡ なお補助金を受ける対象者は, 集落等の活動組織で
あり, ここでも集落による機能管理を注目している｡ このため, 河川部局
ではなく, 農水部局による一部の普通河川の把握がなされている｡
 対象となる普通河川の変容
普通河川が従来の形態を大きく換えた例がある｡ ここでは東京の杉並区,
板橋区及び小平市を紹介しよう｡
東京の練馬区や杉並区は公共溝渠管理条例と区有通路条例
(24)(25)
とを有し, 普
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(22) 神戸市の里づくり政策については, さしあたり, 拙稿 ｢農村景観の保
護｣ 『環境法学の生成と未来』 山村恒年先生古稀記念論文集 (信山社,
1999年)｡
(23) 農地・水・保全管理支払交付金のポータルサイト (http: //www.inakajin.
or.jp /midorihozen / index.html)｡
(24) 杉並区区有道路条例 (平成13年12月３日条例第55号) は,
｢第二条 この条例において ｢区有通路｣ とは, 一般交通の用に供する道
(法の適用を受ける道路を除く｡) で, 区長がその路線を指定したものをいう｡
(路線の指定基準)
第三条 区有通路は, 次に掲げる基準に適合したものでなければならない｡
一 幅員が二・七メートル以上であること｡
二 起点及び終点が法の適用を受ける道路又は区有通路に直接接続すること｡
ただし, 一端が国又は地方公共団体が設置する公共施設に直接接続するも
のは, この限りでない｡
三 建築基準法 (昭和二十五年法律第二百一号) 第四十二条第一項第二号,
第三号若しくは第五号又は同条第二項の規定による道路であること｡
四 敷地の境界が明確であること, 舗装されていること及び排水施設等が整
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備されていること｡
五 区が所有権を有すること｡ ただし, 路線の区域変更の際に, 当該区域変
更に係る部分において, 所有権を有する者から無償使用の承諾がなされた
土地については, この限りでない｡
２ 国又は他の地方公共団体から譲与等を受けたものについては, 前項の規定
にかかわらず, 路線の指定をすることができる｡｣
と定める｡ 同条例ではさらにこの区有道路についての損傷や汚損, 交通へ
の支障行為等の禁止行為 (11条) 等の規定を置いている｡
ここでは, 建築基準法上の道路を対象としていることに注目して良い｡
２項道路 (建築基準法42条１項２号による指定を受けた道路) については,
道路の中心線から一定の幅員の部分は道路法による認定を受けている (こ
の部分はいわゆる里道であったものも少なくない) が, 建築基準法は, 周
辺の建築物所有者がその建築物の敷地の一部 (道路の中心線から 2mの範
囲にある部分) を道路のために提供することを要求している｡ この場合提
供された敷地は通常民有地であるが, 住環境整備のために地方公共団体の
中には任意の寄附を求めていることも少なくないし, また当該土地を買収
するところもある｡ このようにして当該土地が地方公共団体の所有となっ
ても, 道路は建築行為 (建築確認時に中心線から 2mの部分を道空間とす
ることが要求されている｡ 建築基準法42条１項２号) を契機として行われ
た寄附・買収等により拡張された土地部分のみが拡張された状態 (いわゆ
る蛇玉状態) になるが, このようはものを本条例では区有道路の対象とし
ている｡ また, 寄附や買収等によらず無償使用の承諾のあった土地につい
ても対象としているが, 多くの土地所有者は寄附や買収には応じないため,
こちらの方が事実上は意味がある｡ ３号に挙げられた建築基準法の規定は
道の確保のための規定であるが, 無償使用の承諾を受けて道路とすること
には大きな意味がある｡ なお, 蛇足であるが, 建築基準法によるこれらの
道路は, 建築確認時には道として空間が確保されているが, その後塀など
の工作物が設置されて違法状態が形成されることが極めて多いという点を
勘案すれば, この無償使用の承諾を得て道路として空間確保することには
大きな意味があることを注記しておく｡
(25) 練馬区の区有道路管理条例は以下のようなしくみを持つものであり,
杉並区のそれとは相違がある｡
練馬区条例では, 区有道路とは ｢一般の通行の用に供されている道 (道
路法 (昭和27年法律第180号) の適用を受ける道路を除く｡) または供しよ
うとする土地で, 区長が路線を指定したものをいい, 通路と一体となって
通河川と法定外道路に対応した条例を整備している｡ その内容を紹介する
と大略以下の通りである｡
杉並区公共溝渠管理条例では, ｢公共溝渠｣ を ｢溝渠及び堤塘, 護岸,
土 (ど) 揚 (あげ) 敷 (しき) その他のこれに附属して一体をなす施設
(以下堤塘以下を ｢附属物｣ という｡) であつて一般公共の用に供せられて
いるものの総称をいう｣ とし (同条例２条), 区が所有する公共溝渠につ
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その機能を有する施設または工作物および通路の付属物 (同法第２条第２
項に規定する道路の付属物に相当するものをいう｡) で当該通路に付属し
て設けられているものを含むもの｣ と定義する｡ そして区有道路への指定
基準については,
｢(指定の基準)
第３条 区長は, 別図に示すところにより練馬区 (以下 ｢区｣ という｡) がそ
の土地の所有権を無償で取得したもので, かつ, つぎに掲げる基準に適合す
るものについて区有通路として路線を指定することができる｡
 起点および終点が道路法第３条に規定する道路または区有通路 (次項に
規定する区有通路に該当するもののうち幅員が４メートル未満のものを除
く｡ 以下この項および別図において同じ｡) に接続しており, かつ, 現況
の幅員が2.7メートル以上であること｡
 袋路状の通路にあっては, 起点が道路法第３条に規定する道路または区
有通路で, 袋路状でないものに接続しており, かつ, 現況の幅員が3.6メー
トル以上であること｡
２ 前項の規定にかかわらず, 区長は, つぎに掲げるものを区有通路として路
線を指定することができる｡
 国有財産特別措置法 (昭和27年法律第219号) 第５条第１項第５号の規
定に基づき, 国から譲与を受けた土地
 地区計画等の都市計画に基づき, 地区施設として決定された道路で, 区
が土地の所有権を取得した土地
 国, 東京都その他公共的団体等が所有している土地で, 区が無償使用で
きる公共性の高い通路｣
と定める｡ 杉並区とは異なり, 区の所有が要件であり２項道路の私有地部
分等は含まれないことになる｡
２項１号で国からの譲与に関する規定を明文で置いたことは注目して良
い｡ 平成17年３月に国からいわゆる青線, 赤線について一括して譲り渡し
があったことが地方公共団体の法定外公物行政に大きな影響を与えたが,
それに対して明文で対応規定を持つものは少ないからである｡
いては路線指定をし (２条の２), 区長に公共溝渠台帳の調整・保管を義
務づけている (２条の３)｡
同条例による行為禁止や使用許可等は以下の通りである｡
内容は, 他の市町のそれと大きな違いがあるものではない｡
ただ, 杉並区は東京の山の手の良好な住宅地域として発展してきたため,
この条例の対象となる溝渠は大きく変化した｡ 他市町の多くの普通河川管
理条例は地表の水の流れを主たる規制対象としてきた｡ しかし, 杉並区で
は, 従来溝渠として地表にあった水の流れを変えて地下に水路 (雨水排水
路ないしは下水路) を設け, 地上にできた土地には通路を設けている｡ 水
路については現在ではほとんど下水道課に管理を移し, 通路については区
有道路に指定されている (前記の杉並区区有道路条例２条, ３条｡ 注(10)
参照)｡ 担当者の説明ではほとんどの公共溝渠が地下排水路になり, 従来
の公共溝渠の敷地はほとんど区有通路に変わったため, 公共溝渠管理条例
が適用される例は隣接所有者との境界確定ができていない場合等を除き,
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｢(行為の禁止)
第三条 公共溝渠については, 次に掲げる行為をしてはならない｡
一 土石, じんかい, 汚物等を投棄すること｡
二 水洗便所の汚水又は工場の有害な廃液等を直接溝渠に排出すること｡
三 溝渠又は附属物をき損するおそれのある行為
四 前各号の外, 公共溝渠の管理維持上有害な行為
(使用の許可)
第四条 公共溝渠を使用して次に掲げる行為をしようとする者は, 区長の
許可を受けなければならない｡
一 公共溝渠の敷地に固着し, その上をよこぎり又はその床下において
工作物を新築し, 改築し若しくはこれを除却すること｡
二 竹木を植栽すること｡
三 溝渠の流水の方向, 分量, 幅員, 深浅その他公共溝渠の現状に影響
を及ぼすおそれのある工事等をすること｡
四 前各号の外, 溝渠, 附属物又は水面をその目的以外に使用すること｡｣
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ほとんど無くなったとのことである｡
練馬区も練馬区公共溝渠管理条例 (昭和28年７月23日条例第９号) を
持つが, 条例の文言上は杉並区のそれと大きな差異はない｡ すなわち, 公
共溝渠とは, ｢溝渠および堤塘, 護岸, 土揚敷その他これに附属して一体
をなす施設 (以下堤塘以下を ｢附属物｣ という｡) であって一般公共の用
に供せられているものの総称をいう｣ と規定し, 区が所有する公共溝渠に
ついては路線指定をし (２条の２), 区長に公共溝渠台帳の調整・保管を
義務づけている (２条の４)｡ 行為の禁止や使用許可等に関する規定も類
似する
(26)
｡
練馬区は, 東京では都市近郊型農業を展開してきた地域であり, 現在で
も畑作はかなり行われている｡ しかしここでも, 担当者の説明によれば多
くの溝渠は地下の水路建設によって機能を失い, 地表は整地されて区有道
路と指定されている｡ ただ公共溝渠として残っているものもおよそ50本
あり, これはＵ字溝 (幅員90 cmから2m程度のものが多い) の形態となっ
ているものが多い｡ 西隣の武蔵野市から流れてきている千川上水は東京都
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(26) 練馬区公共溝渠管理条例３条以下は次のように規定する｡
｢(行為の禁止)
第３条 公共溝渠については, つぎに掲げる行為をしてはならない｡
 土石, じんかい, 汚物等を投棄すること｡
 工場の有害な廃液等を直接溝渠に排出すること｡
 溝渠または附属物をき, 損するおそれのある行為
 前各号の外公共溝渠の管理維持上有害な行為
(使用許可)
第４条 公共溝渠を使用してつぎに掲げる行為をしようとする者は, 区長の許
可を受けなければならない｡
 公共溝渠の敷地に固着し, その上をよこぎりまたはその床下において工
作物を新築しもしくはこれを除却するとき｡
 竹木を植裁すること｡
 溝渠の流水の方向, 分量, 幅員, 深浅その他公共溝渠の現状に影響を及
ぼすおそれのある工事をすること｡
 前各号の外溝渠, 附属物または水面をその目的以外に使用すること｡｣
による清流復活事業により美しい清流として整備されて残っている
(27)
｡ こち
らは美しい水辺環境の形成維持や景観に配慮したものである｡
東京都小平市では, ｢市有用水路等を公共の用に供する目的で, 緑道等
に活用することができる｣ (小平市用水路条例 (平成13年条例第11号) ４
条１項) と定め, 用水路としての役割を終えた場合等にその敷地を緑道と
して整備している (写真２参照
(28)
)｡
 普通河川の利用・管理と条例
ア 農業地帯での普通河川管理
ここではまず, 高知県南国市を紹介しよう｡ 高知県南国市は土佐湾に面
する四国中央部の高知平野に存する地方公共団体で, 高知市の東に所在す
る｡ 人口約５万人, 東西12 km南北23 km, 面積約125 km2であり, 高知市
への通勤圏内であるとともに農業が盛んな地域である｡ 市内には高知空港,
市内を四国横断自動車道が通り, 高知新港に隣接した高速交通体系の拠点
でもある｡ 古くから二期作で有名な米作地帯であったが, 施設園芸等も盛
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(27) 千川上水については練馬区のＨＰに詳細な紹介がある｡ http: //www.
city.nerima.tokyo.jp / annai / rekishiwoshiru / rekishibunkazai / rekishitenbyo /
senkawa / index.html
(28) 小平市用水路条例は, 本文に挙げた４条１項に続き, 同条２項は ｢市
長は, 市有用水路等の活用に関する計画を定めるものとする｣ と定めて,
計画的な緑道整備を図っている｡
なお, 小平市は法定外道路管理条例を持たず, 小平市認定外道路等維持
管理要綱 (昭和57年４月１日事務執行規程) による管理を行っている｡ 本
要綱は, 道路法に規定する道路以外の市有道路 (以下 ｢認定外道路｣ とい
う｡) 等で, 通勤, 通学及び生活の用に供されている道路を維持管理する
ため, 必要な事項を定めることを目的としている (要綱１条)｡ そして認
定外道路としては, ①寄附を受けた認定外道路, ②宅地開発により帰属を
受けた認定外道路, ③その他市長がとくに必要と認めた道路, としている
(同２条)｡
んでヤマモモ, 四方竹などが名産である｡ このため, 市内には水路が古く
から整備されてきた｡
南国市では, これらの水路について普通河川として, 南国市法定外公共
用財産管理条例により管理している｡ 普通河川に関する図面はないようで
あるが, 公図上青線と記載された水路, または従来から○○川と呼ばれて
従来により管理されているものを普通河川と扱っている｡ 農業では用水路
は重要な問題であり各水路の維持管理は不可欠であるため, 市が特に管理
をしなくても地元の集落による自主的な機能管理ができることを前提とし
て国から譲与されたようである｡ このため, 条例の規定は簡潔な内容となっ
ている｡
各地区の集落が水路に関する図面 (切図) を所持しており, 日常的な掃
除や草取り, 簡単な整備等は地元が行うこととされている｡ これに対して,
河道や河岸の損傷等による工事や付け替え, 苦情があった場合には市の担
当課で当該図面をチェックし, 行っている｡ また, 図面上記載があって消
滅しているものについて地元よりクレームがあれば, 市が復旧工事を命じ
ているとのことである｡
修繕工事等の要請があるような場合には, 申請は各地区を代表する集落,
地区の長が行うこととされており, その際に地元の協議・同意を要求して
いる｡ また, 工事や付け替え等は市単独土地改良事業実施要綱に従って,
申請を受けたものを市が工事費を補助することとしている
(29)(30)
｡ この場合には
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(29) 費用負担については, 市単独土地改良事業実施要綱によれば, 対象は
農業用排水施設の新築及び改築で, 事業費は原則１件1000万円, 市の負担
率は中山間地域で15％, その他の地域では25％である｡ 市の担当者の説明
では, 水路の修繕は市が100％負担, 改築・改良や改修の場合は市が４分
の３, 地元が４分の１の割合で負担する｡ 年5000万円程度の予算で年に１
地区あたり１工事300万円を上限とし補助の上限は75万円であり, 現在,
改修等が必要で工事未着手の申請済件数が年間予算による処理予定数の２～
集落が費用の４分の１を負担し, 残り４分の３を市が負担する｡ ここでは,
普通河川を利用する集落の同意が事実上, 許可基準となっている｡ 農村で
あれば, 水利は極めて重要な問題であり, 農業活動のために集落全体の意
思として同意することを要件とすることはそれなりの合理性があるように
考えられる｡ この場合の前提としては集落が農業を継続することとする場
合にのみ成立するものであろう｡
ただ, このように集落またはその構成員である住民の同意を許可要件と
すると, 例えば, ある人が一定規模以上の広い土地を入手して開発許可申
請をした場合の都市計画法32条による同意を行う場合について問題が残
ろう｡ 普通河川 (水路) という公共施設の管理者としての市は, 同意・不
同意の判断をなすことを要求されるが, この際の基準として集落の同意を
考え得るかである｡ 従来の判例からするとこれは難しいように見えるが,
担当者の話によれば, 地元の同意, 放流先の同意を事実上要求しているよ
うである｡
なお, 払下についても地元の同意を要求している｡
先に挙げた神戸市の場合は市街化調整区域を主たる対象として人と自然
との共生ゾーンの指定等に関する条例 (平成８年条例第10号) を定め,
地区ごとの里づくり協議会による里づくり計画策定による農業等の振興と
農村景観の保全・形成を目指している
(31)
｡ このため里づくり協議会が策定す
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３倍程度存するとのことである｡
(30) 南国市第347回市議会定例会の平成22年９月10日の議事録参照｡ 特に,
建設課長の発言参照｡
(31) 神戸市人と自然の共生ゾーンの指定等に関する条例は, ｢市内の農村
地域について, 秩序ある土地利用の計画的推進, 農村らしい景観 (以下
｢農村景観｣ という｡) の保全及び形成, 里づくり協議 会による里づくり
計画の作成及び里づくり協定の締結等を行うことにより, 農村環境の整備
等を行い, もって自然と調和し, 快適で魅力にあふれた都市の実現を図る
る里づくり計画の中に用水路に関する記述があるのが一般的であるため,
用水路の管理・保全等が地元地区により行われる｡ ここにいう用水路の多
くは普通河川にあたる｡
農業地域の普通河川管理に関しては, 前述のように農地・水保全管理支
払交付金制度の今後の運用と成果が期待される｡
イ 洪水防止等の考慮
西宮市水路管理条例は明文で洪水等の災害防止を規定して, これに対し
て高知市の (旧) 普通河川等管理条例や四万十市普通河川管理条例は明文
規定を持たずに, それぞれ下流への排水機能の確保や洪水防止等を図って
いる｡
ａ 西宮市 大都市近郊型の文教・住宅市である兵庫県西宮市は西宮
市水路管理条例と西宮市法定外道路管理条例を持つ｡ 西宮市の水路管理条
例は, 西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例 (昭和２年条例２号) を全部改
正したものである｡ 西宮市は, 東は武庫川を挟んで尼崎市と接し, 西は芦
屋市と接するが, 南部地域は平坦な平野部で都市化が進んで現在人口48
万を超す都市である｡ 同市では昭和30年代から40年代初めは梅雨や台風
時の豪雨による浸水等に悩まされ, 条例制定の前年昭和42年には市内の
中小河川が氾濫し市内の広い地域で浸水が起こった｡
西宮市の水路管理条例の特色は, その目的を明示したことである｡ すな
わち, ｢この条例は, 水路の洪水等の災害を防止し, 流水の適正な利用を
確保するため, 水路の管理について必要な事項を定め, もつて公共の福祉
に寄与することを目的とする｡｣ と定め, 洪水防止と流水の適正利用を明
示している｡
論
説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 27(1238)
ことを目的｣ とするものである｡
条例では, 水路を ｢敷地の市有に属する河川法 (昭和39年法律第167号)
の適用または準用されない河川, 公共の用に供される用排水路で規則で定
めるものおよび水路管理施設をいう｣ としている｡ 行為規制については既
に見た条例と大きな相違はない
(32)
｡
この条例は対象となる水路は水路指定規則 (昭和43年規則68号) によ
り指定している｡ いわゆる水路以外にも溜池, 調整池も指定されている
(33)
｡
ｂ 高知市 高知市 (平成17年の合併前市域) の市内や周辺地域の
開発や宅地化が進行し, 遊水地帯の減少・消滅等により梅雨や台風時に洪
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28(1237) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(32) 西宮市水路管理条例の３条以下は次のように定める｡
｢(行為の禁止)
第３条 何人も水路に関し, 次の各号に掲げる行為をしてはならない｡
 水路を損壊すること｡
 土石, じんかい, 汚毒物その他水路を汚染し, もしくは流水の流通を妨
げるおそれのあるものを投棄すること｡
 前各号に掲げるもののほか, 水路の流水の方向, 清潔, 流量, 幅員また
は深浅等について, 水路管理上支障を及ぼす行為をすること｡
(行為の許可)
第４条 次の各号に掲げる行為をしようとする者は, 市長の許可を受けなけれ
ばならない｡
 水路の流水を占用し, または水面を使用すること｡ ただし, 慣習による
ものは, この限りでない｡
 水路の敷地を占用すること｡
 土石, 砂利その他水路生産物を採取すること｡
２ 次の各号に掲げる行為をしようとする者は, 市長の許可を受けなければな
らない｡
 水路の敷地またはその上下において工作物を設置し, または改築するこ
と｡
 水路の敷地を掘さくし, 盛土しその他土地の形状を変更する行為をする
こと｡
 自己の費用をもつて, 護岸もしくは堤防等の改築もしくは修繕の工事ま
たは水路の付替工事等をすること｡
３ 前２項の規定により許可を受けた事項を変更しようとするときは, 市長の
許可を受けなければならない｡
４ 市長は, 水路の管理上または公益上必要があるときは, 前３項の規定によ
る許可の際, 条件をつけることができる｡｣
水災害発生の危険性が高まっていたため, 河川法制定後市内の水路を準用
河川とすることを検討したものの実現に至らず, それらの水路を普通河川
として管理・利用するものであったため, 当初より普通河川の指定を行い,
当該普通河川 (堀や水路) の流量コントロールを行うため末端ではポンプ
場を設置し洪水を防ぐこととしてきた｡ 当時の県条例や他の市町条例は,
河床の土砂・砂利の不法採取等に対する取り締まり等を目的としていたの
とは異なるものであったと指摘されている
(34)
｡ 前述のように平成17年の青
線の一括譲与を契機に条例を改正して, 現行条例では目的規定は一般的な
規定にとどまるものの, 実態は旧条例の以来の洪水等の防止と主として農
業目的用水路であった青線の維持・保全という目的を併せ持つことがより
明確となった｡ なお旧条例, 現行条例とも目的規定からは洪水防止の明文
規定はないし, 担当者の話では旧市内での状況は現在でも変わらないとの
ことであった｡
ｃ 四万十市 四万十市では, 中山間部や山間部の水害等を問題とす
る｡ 四万十市は旧中村市と旧西土佐村が合併して生まれた市であるが, 旧
中村市は普通河川管理条例をさだめて災害に強い河川づくりを目指してい
論
説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 29(1236)
(33) 西宮市内の河川の数
(34) 竹内・前掲注(１)201頁｡
種類 西宮市内の河川本数 延長 (m)
一級河川 なし ―
二級河川 17本 58,154
準用河川 なし ―
普通河川
指定水路 599本
国有水路 14本
管理協定水路 44本
私有水路 12本
その他 (ため池, 調整池)
247,292
8,537
5,686
1,449
溜池は５, 調整池は29カ所指定されている｡
(西宮市のＨＰより：http: //www.nishi.or.jp / contents /00003220000300022.html)
た｡ 四万十市は, 法定外公物としての青線を国から譲り渡しを受けるまで
は, 幅員 1m以上, 溢水等の履歴や周辺への影響のある水流を普通河川と
して扱ってきた｡ 具体的な管理は, 溢水等による災害が発生したことを契
機として, 災害復旧事業として国庫負担による整備おこない, これを契機
として普通河川に指定してきた｡ 山間部や中山間地の水流であるため特に
被害発生や周辺への影響がなければ普通河川と指定して敢えて管理をする
必要性はほとんど無いとしてきた｡ 現在, 川幅 1m以上については普通河
川として指定 (青線についても幅員 1mを基準に普通河川に指定) し, 台
帳を作成し, 図面もある｡
災害復旧を行う際には近時, 多自然工法による整備を行った例もある
(後掲 ｢写真７｣ 参照)｡ これは高知県四万十川の保全及び流域の振興に関
する基本条例 (平成13年条例４号) を配慮したものである｡ 生態系への
考慮を行ってきた｡
普通河川の付け替えや工事等に関する許可基準等については, 特に定め
ていないが, 工事等に際しては地権者同意を前提としている｡
なお, この地域では宅地開発等が少ないため都市計画法による開発許可
申請が行われることは少ないが, 許可申請に際して要求される同法32条
の同意については区長の同意を得ることを指導している｡
ウ 普通河川管理に際しての環境の考慮
問題提起で指摘したように, 普通河川管理に関しても環境問題は問題と
しうる｡ この点については, 条例の文言上, 環境への考慮を規定する例と,
文言上は不明であるが既に環境配慮を行った管理を行っている例がある｡
ａ 条例上明文を持つ例
河川法は平成９年の法改正によって ｢河川環境の整備と保全｣ が目的規
定に追加された (河川法１条)｡ 普通河川管理条例についても同様な追加
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30(1235) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
もあってしかるべきではあるが, 追加をした例は北海道内の市町村では広
く見られるものではあるが, 他の都府県ではほとんど例を見ない｡
例えば, 札幌市普通河川管理条例 (平成12年条例28号) は,
と定め, ｢河川環境の整備と保全｣ を明文で規定する｡ 他の北海道内の市
町村条例もほぼ同様の規定を置く｡ さらに, 洞爺湖町では普通河川管理条
例 (平成18年条例146号) を定めるとともに, 普通河川の技術基準 (平成
18年３月27日訓令68号) を定める｡ 内容は河川法のそれと類似した内容
である｡
札幌市の場合は上記の条例を制定するとともに札幌市河川環境指針 (平
成21年３月) を定め, 『｢自然｣・｢人｣・｢まち｣ をつなぐ川づくり』 を目
指している｡ この指針では対象河川を１級河川, ２級河川, 準用河川とと
もに普通河川も含み, 上記指針のパンフレットでは普通河川である真駒内
用水が川の散歩道整備の例として挙がっている (次頁参照)｡ 担当者の話
では, 札幌市の場合も市街化区域内では農業用水として用いられた水路が,
市内の下水道整備に伴い, 杉並区のように地下の排水路に変わったり, 埋
め立てられたりした例が少なくないとのことで, 真駒内用水のような例は
少ないとのことである｡ また, 用水路はもともと上流に自然の水源を持た
ないことが多く, 市街地において水路として維持することの難しさも指摘
された｡
札幌市の担当者の説明によれば, 開発許可の同意の際に上記の河川環境
規定により, 不同意とした例はないようである｡
論
説
｢この条例は, 本市の区域内に存する普通河川について, 災害の発生が防
止され, 適正に利用され, 流水の正常な機能が維持され, 及び河川環境の
整備と保全がされるように管理することにより, 公共の安全を保持し, か
つ, 公共の福祉を増進することを目的とする｡｣ (１条)
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 31(1234)
ｂ 環境に配慮した管理の実例
古くから環境への配慮がなされている例としては, 島根県津和野町殿町
地区の掘割のように鯉が生息し, 観光資源となっているものが市町村でみ
られる｡ 津和野町の場合は古くより鯉を水路 (掘割) 中で育てることが住
民らによってなされてきた｡ 岐阜県郡上八幡市のいがわこみちは, 鯉やア
マゴの生息とともに生活用水としても用いられてきた用水路である｡ これ
らの市町の条例は, 特に環境保全等に関する規定を持たない
(35)
｡
前述のように, 練馬区内を流れる千川上水は清流保全を目的として整備
されたものであり, 江戸時代からの上水道としての機能は失っているが,
住民生活に密着した場所できれいな流れを保全するものである｡ このよう
な例は, 多様な形をとりながらかなり広く行われ始めた｡ 神戸市長田区や
東灘区内では震災復興事業の一つとして清流が創られた｡
このような特別な事業型ではかなくて, 四万十市では普通河川の河堤を
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32(1233) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(35) 津和野町普通河および道路等管理条例 (平成17年条例161号), 郡上八
幡市法定外公共物の管理条例 (平成16年条例182号)｡ 津和野町の担当者に
よれば殿町地区の堀割は観光課の管理で, その他一般の水路は建設課の管
理である｡ 堀割については, 放置 (？) ないしは住民の管理によっている
とのことである｡
多自然工法で整備した例がある｡ 四万十市の普通河川管理条例はその目的
としては, 他の多くの条例と変わるところはない｡ 同条例は,
と定めるにすぎない｡ 四万十市には有名な四万十川が市の中央部を流れて
いるが, この四万十川については高知県が高知県四万十川の保全及び流域
論
説
｢この条例は, 法令に特別の定めがあるものを除き, 普通河川等に係る管
理について必要な事項を定め, もって公共の安全を保持し, かつ, 公共の
福祉を増進することを目的とする｡｣
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 33(1232)
(写真４ 四万十市内の人工の清流)
(2011年３月 筆者撮影)
の振興に関する基本条例 (平成13年条例４号) を定めて, 清流の保全と
流域の振興を図ることとしている｡
四万十市は, 上記の普通河川管理条例を定めるが, 対象となる普通河川
は, 四万十川の支流や先端の渓流の部分であり, 清流保全のためには環境
保全も当然考慮される必要が生ずる｡ ただ, 四万十川沿いの地域は下流の
市街地を除き, 川が山の中を通るという状況であるため, 普通河川の状況
をすべて把握することはむずかしい｡ このため, 同市では普通河川の台帳
は作成しているものの定例的な維持管理までは行っておらず, 主として地
元集落等が慣習として管理してきた｡ ただ, 河川改修を市が行ったところ
では市が管理している部分も一部ある｡
河川の改修必要性等の状況は地元自治会からの要望及びパトロールで把
握することとしている｡ 市では護岸修繕及び浚渫を行っているが予算の関
係上から市独自での実施は困難な状態である｡ 大規模護岸修繕や浚渫は災
害復旧補助金で行っており (次頁表１), その際に多自然工法も導入して
いる｡
写真は, 数年前に洪水をおこした普通河川について災害復旧補助金を用
いて護岸整備をした例であり, 数年前の修繕ではコンクリート護岸で行っ
た (写真 5, 6 ) が最近の護岸修繕では多自然工法を用いた例 (写真７)
である｡ この河川は筆者らが訪れたときは涸れ川であったが, 梅雨や台風
時では水位も高く, 危険な河川でもある｡
 開発許可に際しての公共施設管理者の同意
都市計画法32条は, 開発行為に関係のある道路や河川等の公共施設が
存する場合には開発許可申請者は当該公共施設の管理者からの同意書を添
付し, 開発許可申請書を提出することを要求している
(36)
｡ 公共施設管理者は
公共施設の適切な管理の観点から同意に関する判断を行うことが要求され
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34(1231) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
論説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 35(1230)
落札結果一覧表 (ホームページ掲載用)
入札日：平成22年５月28日 場所：四万十市防災センター (消費税込み金額) 単位：円
整理
番号
工事番号及び工事名等
予定価格
(Ａ)
落札価格
(Ｂ)
最低制限
価格
落札者
１
平成22年度
双海配水管布設工事
2,566,200 2,509,500 1,938,300 ㈲山下建設
２
平成22年度単維西第２号
市道用井昭和線舗装補修
工事 繰越
9,854,250 9,450,000 6,413,400 ㈱西土佐建設
３
21災第365号
普通河川 山ノ神川(2)
河川災害復旧工事
1,943,550 1,900,500 1,245,300 ㈲大宮建設
４
21災第364号
普通河川 庭田川
河川災害復旧工事
2,483,250 2,425,500 1,591,800 ㈲小出建設
５
21災第363号
普通河川 山ノ神川(1)
河川災害復旧工事
2,245,950 2,199,750 1,439,550 ㈲大宮建設
６
21災第362号
普通河川 炭床川
河川災害復旧工事
2,535,750 2,478,000 1,625,400 ㈲藤ノ川建設
７
平成22年農維第１号
滝ノ奥治山附帯排水路工事
3,200,400 3,129,000 2,392,950 中崎建設㈲
８
21災第372号
普通河川 中ノ川川
河川災害復旧工事
2,784,600 2,719,500 1,785,000 ㈲小崎建設
９
21災第371号
普通河川 ふうしが谷川
河川災害復旧工事
1,676,850 1,638,000 1,074,150 ㈲黒尊建設
10
21災第367号
普通河川 ミヤリ山川
河川災害復旧工事
1,069,950 1,039,500 685,650 中崎建設㈲
11
21災第366号
普通河川 トヲノモト川
河川災害復旧工事
743,400 724,500 475,650 ㈲黒尊建設
12
住民第１号
津野川住宅敷地造成工事
15,421,351 15,120,000 10,677,450 辰巳組
13
平成22年度四万十市
ケーブルテレビ施設施工
監理業務
10,477,950 9,555,000 ダックケー ブル㈱
14
平成22年度鵜ノ江委第１号
＊＊＊＊
4,741,800 4,305,000 冨士設計㈱
(以下 略)
表１ 四万十市の工事落札結果 四万十市ＨＰより
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36(1229) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(写真５ 四万十川支流の普通河川で災害後河堤が整備され
た｡ 写真奥で四万十川の支流と合流｡ 写真６は同一地点から
上流を撮影)
(写真６ 写真５撮影地と同一地点から上流を撮影｡ 右側は
コンクリートブロック積工法)
る｡ 過去の例では公共施設管理者が過度の要求をして不同意としたこと問
題となった例があっため, 国土交通省の開発許可運用指針でも ｢本来の公
共施設の管理者の立場を超えた理由により同意・協議を拒んだり, 手続き
を遅延させたりすることは, 法の趣旨を逸脱した運用となるおそれがある
ことに留意すべきである｡｣ と記された
(37)
｡
論
説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 37(1228)
(写真７ 写真６の撮影地点より20m上流｡ 左右とも多自然
工法による)
(写真 5～7は筆者が2011年３月撮影)
(36) 都市計画法
第三十二条 開発許可を申請しようとする者は, あらかじめ, 開発行為に関係
がある公共施設の管理者と協議し, その同意を得なければならない｡
２ 開発許可を申請しようとする者は, あらかじめ, 開発行為又は開発行為
に関する工事により設置される公共施設を管理することとなる者その他政
令で定める者と協議しなければならない｡
３ 前二項に規定する公共施設の管理者又は公共施設を管理することとなる
者は, 公共施設の適切な管理を確保する観点から, 前二項の協議を行うも
のとする｡
(37) 開発許可制度運用指針 (平成13年５月２日 国総民９号 国土交通省総
合政策局長通知, 平成21年12月２日改正) Ⅲ4 法32条関係｡
ところで, 今回の聞き取り調査でかなりの市町村担当者から水路に関し
て開発許可の同意が問題となった場合には, 住民の同意が得られなければ
基本的に同意はしない旨の回答があった｡ 前の記述でも指摘したように集
落が営農の意思がある場合に, 集落としての反対という意思表示をどのよ
うに解すべきであろうか｡ 水路に維持管理の意味が正に問われることとな
る｡ 機能管理を集落にまかせるというように本来管理者が行うべき事柄を
事実上無償で行わせている場合には, 水路管理者としての市町村長は事実
上の管理者である集落の意思を尊重すべき責務があるようにも考えられる｡
５ まとめと今後の課題
本稿では, いわゆる法定外公物としての普通河川を管理する法制度とし
ての条例を概観してみた｡ しかし, ここでいくつかの疑問と問題点が見え
てきた｡
第一は, 本稿で見たように多くの地方公共団体は普通河川 (法定外河川)
と法定外道路とを同一の法定外公共物管理条例で管理することへの疑問で
ある
(38)
｡ 地方分権化の動きにより多くの法制度が改革された｡ 従来実務上,
法定外公共物の所有権が国にあり, 地方公共団体 (都道府県知事) は国か
らの機関委任事務として財産管理をするものとされ, 財産管理のための法
的しくみとして法定外公共物管理条例を制定してきた｡ しかし, 国の所有
物であるとされてきた法定外公共物の所有権が地方公共団体に譲与される
こととなったため, それに対応した法制度の構築が要求されることとなっ
たように考えられるが, 多くの市町村は従来からの法定外公共物管理条例
により管理を行っている｡ しかし, 聞き取り調査で明白になったことは,
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(38) 本法で検討したように法定外の河川と法定外の道路についてそれぞれ
別個の条例を制定する場合であっても内容がほぼ同一である例も存するこ
とも指摘しておきたい｡
多様な普通河川の実態および河川と道路の相違である｡
基本的には河川と道路の相違を意識せず, 財産的側面に注目してきた管
理システムで適切な管理を考え得るかである｡ この点では, 普通河川が農
業地域では用水の供給, 排水システムの役割を果たし, 日常的管理は集落
が主体となっている地域が多く見られた｡ しかし, 一方では市街地や山間
部では洪水, 浸水防止のための流路としての普通河川の存在であり, この
場合は改修や浚渫が要求される｡ さらに四万十川市で見られるように治水
のための河川管理・流路確保は市町村の財政能力ではかなり難しいとも考
えられる｡ さらに, 環境への考慮が問題となりそうな例は問題指摘および
清流保全等で触れた｡ このような実態をもとにすると管理のあり方も再考
の余地がありそうである｡ 条例もまた上記の実態に対応したものとすべき
であろう｡
一方法定外道路については, 注の中でしか触れることができなかったが,
法定外道路にも旧来からの里道のほか, 杉並区や練馬区で見られた区有道
路のような例もある｡
この両者からは, それぞれにふさわしい管理とそのための法制度が要求
されるが, この点の詳細な検討のため今回調査のできなかった市町村の条
例及びその実態についてより詳細な調査と検討とは筆者の今後の検討課題
である｡
第二は, 農地・水保全管理支払交付金制度の今後の運用と成果の検証で
ある｡ 今回は実証的な検討までには至っていない｡ 財政問題については今
後さらに多くの具体例の検証が必要である｡
第三は, 上記の普通河川問題はより大きな河川流域管理の問題にも関わ
る｡ この点は今回の調査では山下淳教授と私との間ではまだまとまった見
解を公にする段階までは到達しておらず, 今後より詳細に資料を収集し,
さらに議論を進める必要があり, これも今後の課題である｡
論
説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 39(1226)
[謝辞] 本稿の作成には, 多くの市町村の担当者から伺ったお話をもとに
作成した資料を用いた｡ 公務中にも拘らず快くお話しいただいた担当者の
皆様には厚くお礼申し上げます｡
[注記] 本稿は, 河川環境管理財団の平成22年度 ｢河川整備基金助成事業｣
として行った ｢河川管理の法制度研究―河川流域管理と普通河川管理条例
の検討｣ (助成番号：221218002号) の成果を基にしたものである｡
本稿作成には, 上記助成事業の共同研究者である関西学院大学山下淳教
授から多大な示唆をいただいた｡ 厚くお礼申し上げる｡
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資料
１ 杉並区公共溝渠条例 (昭和28年６月29日条例第13号) (抄)
２ 小平市用水路条例 (平成13年条例第11号) (抄)
31 西宮市水路管理条例 (昭和43年３月29日条例第47号) (抄)
32 西宮市水路指定規則 (昭和43年３月29日条例68号) (抄)
41 (旧) 高知市普通河川等管理条例 (昭和42年３月25日条例第１号) (抄)
(昭和49年当時)
42 高知市法定外公共物管理条例 (平成17年１月１日条例第42号) (抄)
51 南国市法定外公共用財産管理条例 (平成17年３月18日条例第１号) (抄)
52 南国市土地改良事業補助金交付規程 (昭和48年11月１日告示第13号)
(抄)
６ 四万十市普通河川等管理条例 (平成17年４月10日条例第185号) (抄)
１ 杉並区公共溝渠条例 (昭和二十八年六月二十九日条例第十三号) (抄)
第一章 総則
(目的)
第一条 この条例は, 公共溝渠の設置及び管理について必要な事項を定める
ことを目的とする｡
(定義)
第二条 この条例において ｢公共溝渠｣ とは, 溝渠及び堤塘, 護岸, 土 (ど)
揚 (あげ) 敷 (しき) その他のこれに附属して一体をなす施設 (以下堤塘
以下を ｢附属物｣ という｡) であつて一般公共の用に供せられているもの
の総称をいう｡
(路線の指定等)
第二条の二 区長は, 区が所有する公共溝渠について, 路線を指定するもの
とする｡
２ 区長は, 前項の指定をしたときは, 告示しなければならない｡
３ 区長は, 第一項の規定により指定した路線を廃止したときは, 前項の規
定を準用する｡
(公共溝渠台帳)
第二条の三 区長は, 公共溝渠の台帳を調製し, これを保管しなければなら
ない｡
第二章 行為の制限
(行為の禁止)
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第三条 公共溝渠については, 次に掲げる行為をしてはならない｡
一 土石, じんかい, 汚物等を投棄すること｡
二 水洗便所の汚水又は工場の有害な廃液等を直接溝渠に排出すること｡
三 溝渠又は附属物をき損するおそれのある行為
四 前各号の外, 公共溝渠の管理維持上有害な行為
(使用の許可)
第四条 公共溝渠を使用して次に掲げる行為をしようとする者は, 区長の許
可を受けなければならない｡
一 公共溝渠の敷地に固着し, その上をよこぎり又はその床下において工作
物を新築し, 改築し若しくはこれを除却すること｡
二 竹木を植栽すること｡
三 溝渠の流水の方向, 分量, 幅員, 深浅その他公共溝渠の現状に影響を及
ぼすおそれのある工事等をすること｡
四 前各号の外, 溝渠, 附属物又は水面をその目的以外に使用すること｡
(以下 略)
２ 小平市用水路条例 (東京都小平市) (平成13年条例第11号)
(目的)
第１条 この条例は, 小平市 (以下 ｢市｣ という｡) に存する用水路の管理
及び活用について必要な事項を定めることにより, その利用の適正化及び
生活環境の保全を図ることを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例において, 次の各号に掲げる用語の意義は, 当該各号に定
めるところによる｡
 市有用水路 河川法 (昭和39年法律第167号｡ 以下 ｢法｣ という｡) の
適用又は準用を受けない水路でその敷地が市の所有に係るもの (市が用
水路の用に供するものとして国有財産特別措置法 (昭和27年法律第219
号) 第５条第１項の規定により譲与を受け, 引き続き用水路として管理
する土地を含む｡) をいう｡
 協定用水路 法の適用又は準用を受けない水路でその敷地が市以外の
者の所有に係るもので, 土地所有者との協定に基づき市長が管理するも
のをいう｡
 指定用水路 前２号に規定する水路以外の水路 (土上敷の部分を除く｡)
で, 市長が指定するものをいう｡
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(維持管理)
第３条 市長は, 市有用水路及び協定用水路 (以下 ｢市有用水路等｣ という｡)
を常に良好な状態に維持し, 適正な利用が図られるよう管理しなければな
らない｡
２ 市長は, 指定用水路の流水機能を管理するものとする｡
(活用)
第４条 市長は, 市有用水路等を公共の用に供する目的で, 緑道等に活用す
ることができる｡
２ 市長は, 市有用水路等の活用に関する計画を定めるものとする｡
(以下略)
31 西宮市水路管理条例 (昭和43年３月29日条例第47号)
西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例 (昭和２年西宮市条例第２号) の全部
を改正する｡
(目的)
第１条 この条例は, 水路の洪水等の災害を防止し, 流水の適正な利用を確
保するため, 水路の管理について必要な事項を定め, もつて公共の福祉に
寄与することを目的とする｡
(用語の定義)
第２条 この条例において ｢水路｣ とは, 敷地の市有に属する河川法 (昭和
39年法律第167号) の適用または準用されない河川, 公共の用に供される
用排水路で規則で定めるものおよび水路管理施設をいう｡ [11]
２ この条例において ｢水路管理施設｣ とは, 護岸, 堤防, 水門, せきその
他これに類する工作物をいう｡
(行為の禁止)
第３条 何人も水路に関し, 次の各号に掲げる行為をしてはならない｡
 水路を損壊すること｡
 土石, じんかい, 汚毒物その他水路を汚染し, もしくは流水の流通を
妨げるおそれのあるものを投棄すること｡
 前各号に掲げるもののほか, 水路の流水の方向, 清潔, 流量, 幅員ま
たは深浅等について, 水路管理上支障を及ぼす行為をすること｡
(行為の許可)
第４条 次の各号に掲げる行為をしようとする者は, 市長の許可を受けなけ
ればならない｡
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 水路の流水を占用し, または水面を使用すること｡ ただし, 慣習によ
るものは, この限りでない｡
 水路の敷地を占用すること｡
 土石, 砂利その他水路生産物を採取すること｡
２ 次の各号に掲げる行為をしようとする者は, 市長の許可を受けなければ
ならない｡
 水路の敷地またはその上下において工作物を設置し, または改築する
こと｡
 水路の敷地を掘さくし, 盛土しその他土地の形状を変更する行為をす
ること｡
 自己の費用をもつて, 護岸もしくは堤防等の改築もしくは修繕の工事
または水路の付替工事等をすること｡
３ 前２項の規定により許可を受けた事項を変更しようとするときは, 市長
の許可を受けなければならない｡
４ 市長は, 水路の管理上または公益上必要があるときは, 前３項の規定に
よる許可の際, 条件をつけることができる｡
(許可の期間)
第５条 第４条第１項の規定による許可の期間は, ５年以内で市長が定める｡
(使用料の納付)
第６条 第４条第１項の規定により許可を受けた者 (以下 ｢使用者｣ という｡)
は, 別表に定める使用料, 占用料または生産物採取料 (以下 ｢使用料｣ と
総称する｡) を納付しなければならない｡
(使用料の計算)
第７条 使用料の計算は, 次の各号に掲げるところにより行う｡
 使用料が年額で定められているものについて, 許可の期間 (第８条た
だし書の規定により使用料を分割納付する場合の各年度の許可の期間を
含む｡) に１年未満の端数日数がある場合は, 月割りにより計算する｡
この場合において, １月未満の日数は, １月とする｡
 使用料が月額で定められているものについて, 許可の期間に１月未満
の端数日数がある場合は, １月として計算する｡ ただし, 許可の期間が
15日以内の場合は, 月額の半額とする｡
 占用, 使用又は生産物採取 (以下 ｢使用｣ と総称する｡) の数量に別
表に定める単位に満たない端数がある場合は, 当該単位に切り上げて計
算する｡
 使用料の額が, 100円に満たない場合にあつては, これを100円とする｡
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(使用料の徴収方法)
第８条 使用料は, 許可の際に徴収する｡ ただし, 許可の期間が１年以上に
わたるときは, 規則に定めるところにより, 次の各号に定める方法で徴収
することができる｡
 各年度毎に徴収
 各年度分を２回に分けて徴収
(使用料の還付)
第９条 既に納付した使用料は, 還付しない｡ ただし, 次の各号の一に該当
する場合は, この限りでない｡
 使用者の責任でない理由により使用ができなくなつたとき｡
 公益上または市の都合で許可を取消したとき｡
 その他市長において特に必要があると認めたとき｡
(使用料の減免)
第10条 市長は, 次の各号の一に該当する場合においては, 使用料を減免す
ることができる｡
 国または地方公共団体の公用または公共用の事業のために使用すると
き｡
 道路に出入するための通路として工作物を設置するとき (通路の幅員
が５メートル以内の部分, １件に限る｡)｡
 公益上その他市長が特に減免する必要があると認めたとき｡
(保全義務)
第11条 使用者は, その使用にかかる工作物の維持修繕および水路の保護に
つとめ, 水路の保全または利用に支障をきたさないようにし, 異状を認め
たときは, 遅滞なく市長に届け出てその指示を受けなければならない｡
(保証人)
第12条 市長は, 必要と認めるときは, 使用者に対し, 使用者と連帯して許
可に伴う一切の責任を負う保証人をたてることを求めることができる｡
２ 前項の規定による保証人が不適当と認めるときは, その変更を命ずるこ
とができる｡
(地位の承継)
第12条の２ 相続人, 合併又は分割により設立される法人その他の第４条第
１項及び第２項の許可を受けた者の一般承継人 (分割による承継にあつて
は, 当該許可に基づく権利を承継する法人に限る｡) は, 被承継人が有し
ていた当該許可に基づく地位を承継する｡
(届出事項)
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第13条 第４条第１項及び第２項の規定により許可を受けた者, 前条の規定
により地位を承継した者及び清算人は, 次の各号に掲げる場合には, 遅滞
なく市長に届け出なければならない｡
 工事に着手し, 及び工事を完了したとき｡
 使用者又は保証人がその住所又は氏名を変更したとき (法人及び法人
格を有しない団体の代表者の変更並びに保証人の変更を含む｡)｡
 許可の期間を短縮し, 又は使用を廃止しようとするとき｡
 相続又は法人の合併若しくは分割により使用者の権利義務を承継した
とき｡
 使用者である法人が解散したとき｡
(権利譲渡等の制限)
第14条 使用者は, 特に市長の許可を受けた場合のほか, その権利を他人に
譲渡し, 転貸し, または担保に供することができない｡
２ 前項の規定により権利の譲渡を受けた者は, 使用に関する一切の権利義
務を承継したものとみなす｡
(義務履行の費用)
第15条 この条例の規定またはこの条例の規定に基づく処分による義務を履
行するために要する費用は, 当該義務者の負担とする｡
(延滞金の額)
第16条 納期限後に使用料を徴収する場合において, 当該使用料が2,000円
以上であるときは, 当該使用料に, その額 (1,000円未満の端数があると
きは, その端数を切り捨てた額) について当該納期限の翌日から納付の日
までの日数に応じ, 次の各号に定める割合をもつて計算した金額の延滞金
(その全額が1,000円未満であるとき又は1,000円未満の端数があるときは,
その全額又はその端数金額は切り捨てる｡) を加算して徴収することがで
きる｡
 督促状において指定した納期限までに納付したもの 年7.25パーセン
ト
 前号の納期限後に納付したもの 年14.5パーセント
２ 前項に規定する年当たりの割合は閏年の日を含む期間についても, 365
日当たりの割合とする｡
３ 市長は, 使用者が納期限までに使用料を納付しなかつたことについてや
むを得ない理由があると認めたときは, 第１項の延滞金を減免することが
できる｡
(原状回復)
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46(1219) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
第17条 使用者は, 許可の期間が満了したとき, 使用を短縮しもしくは廃止
したときは, 工作物を除却し, 水路を原状に回復しなければならない｡ た
だし, 市長がその必要がないと認めたときは, この限りでない｡
(監督処分)
第18条 市長は, 次の各号の一に該当する者に対して, この条例の規定によ
つて与えた許可を取り消し, 変更し, その効力を停止し, もしくはその条
件を変更し, または工事その他の行為の中止, 工作物の改築, 移転もしく
は除却, 工事その他の行為により生ずべき損 害を予防するために必要な
施設の設置, その他の措置をとることもしくは水路を原状に回復すること
を命ずることができる｡
 この条例の規定, この条例の規定に基づく処分または許可条件に違反
した者
 偽りその他不正な手段により許可を受けた者
２ 市長は, 次の各号の一に該当する場合においては, 使用者に対し, 前項
に規定する処分をすることができる｡
 水路に関する工事のためやむを得ないとき｡
 水路の保全または利用に支障を生ずることとなつたとき｡
 公益上その他やむを得ない必要が生じたとき｡
(検査)
第19条 市長は, 水路管理上必要と認めるときは, 指定する職員に第４条第
１項および第２項の規定による行為の場所に立ち入り, 調査または検査を
させ, 必要な指示をさせることができる｡
２ 前項の規定により立入検査をする職員は, 身分を示す証明書を携帯し,
関係人に提示しなければならない｡
(過料)
第20条 次の各号のいずれかに該当する者は, ５万円以下の過料に処する｡
 第３条の規定に違反し, 同条各号に掲げる行為をした者
 第４条第１項又は第２項の規定に違反し, 同条同項各号に掲げる行為
をした者, 同条第３項の規定に違反し, 変更した者及び同条第４項の規
定による条件を遵守しない者
 第11条の規定による届出を怠つた者及び市長の指示に従わなかつた者
 第13条の規定による届出を怠つた者
 第14条の規定による許可を受けないで権利譲渡等を行なつた者
 第17条の規定による義務に違反した者
 第18条の規定による処分に従わなかつた者
論
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 第19条の規定による立入検査を正当な理由なく拒んだ者
２ 偽りその他不正な手段により使用料の徴収を免れた者に対しては, その
徴収を免れた金額の５倍に相当する金額 (当該５倍に相当する金額が５万
円を超えないときは, ５万円とする｡) 以下の過料に処する｡
(委任)
第21条 この条例の施行について必要な事項は, 規則で定める｡
付 則
(施行期日)
１ この条例は, 昭和43年４月１日から施行する｡
(西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例の廃止)
２ 西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例 (昭和２年西宮市条例第２号｡ 以下
｢旧条例｣ という｡) は, 昭和43年４月１日から廃止する｡
(以下略)
別表 (第６条, 第７条関係)
52 西宮市水路指定規則 (昭和43年３月29日条例68号)
(趣旨)
第１条 西宮市水路管理条例 (昭和42年西宮市条例第47号) 第２条第１項に
規定する水路は, この規則に定めるところによる｡
(水系)
第２条 水路の水系は, 次の各号に掲げるものとする｡
 堀切川水系
(中略)
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使用物件 区別 単位 単価 (円)
電柱並びにその支柱, 支
線柱及び支線
年額 １本 3,624
電気事業者が電線を添加
した電話柱
年額 １本 2,424
(中略)
通路橋 年額 １平方メートル 4,284
生産物採取, 流水 １立方メートル 別途市長が定める額
遊船 月額 １そう 別途市長が定める額
その他のもの 月額
１平方メートル
又は１メートル
535
48(1217) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
 武庫川水系
 溜池
 調整池
(水路)
第３条 水路は, 別表第１から別表第18までに掲げるとおりとする｡
付 則 (略)
別表第１ (第３条関係) 堀切川水系
(中略)
別表第16 (第３条関係) 武庫川水系
別表第17 (第３条関係) 溜池
別表第18 (第３条関係) 調整池
論
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指定番号 起点 終点 備考
武第１号水路 青葉台２丁目379番地 先青葉台２丁目3323番地先
武第２号水路 青葉台１丁目78番地先 青葉台１丁目 82 番地先
(中略)
武第13号水路 生瀬東町152番地 先生瀬東町111945番地先
名称 所在地 面積
片鉾池 羽衣町103番地
m2
9,108.43
(略)
皿池 大谷町2241番地 3,370.96
新池 高座町203番地 63,871.22
名称 所在地 面積
北六甲台１号調整池 北六甲台１丁目1410212番地
m2
1,267.19
(中略)
名塩南台調整池
塩瀬町名塩字水木谷49993番地先
塩瀬町名塩字水木谷49994番地先
塩瀬町名塩字水木谷49996番地先
塩瀬町名塩字水木谷503828番地先
16,628.00
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 49(1216)
41 (旧) 高知市普通河川等管理条例 (昭和42年３月25日/高知市条例第１
号) (昭和49年当時)
(趣旨)
第一条 この条例は, 法令に特別の定めがあるものを除き普通河川等にかか
る管理について必要な事項を定め, もつて公共の安全を保持し, かつ, 公
共の福祉を増進することを目的とする｡
(定義)
第二条 この条例において ｢普通河川等｣ とは, 河川法 (昭和三九年法律第
一六七号) の適用又は準用を受けたい公共の用に供せられる河川, 沼, た
め池, ほり, 水路及ぴみぞで市長の指定する区域をいい, 公共の安全を保
持し, 又は公共の利益を増進するためこれらに設けられた堤防, 護岸, 水
利, 床留め, 水門, 間門, 樋管等の施設を含むものとする｡
(占用等の許可)
第三条 普通河川等において, 次の各号の一に掲げる行為をしようとする者
は, 市長の許可を受けたければならない｡
 工作物の新築, 改築その他により流水又は土地を占用しようとすると
き｡
 削除
 土地の掘さく, 盛土若しくは切土その他土地の形状を変更する行為
(前号の許可にかかる行為のためにするものを除く｡) 又は竹木の栽植若
しくは伐採をしようとするとき｡
 流水の方向, 清潔, 流量, 幅員又は深浅等について, 河川管理上支障
を及ぼすおそれのある行為をしようとするとき｡
２ 前項の規定により許可を受けた者が当該許可にかかる事項を変更しよう
とするときは, 市長の許可を受けたけれぱならない｡
３ 市長は, 前二項の許可に普通河川等の管理上必要た条件を付することが
できる｡
(原状回復義務等)
第四条 前条第一項の許可を受けた者は, 許可の期間が満了したとき, その
他許可の効力を失つた場合には, 直ちに市長に届け出て普通河川等を原状
に回復しなければならない｡ ただし, 市長において原状回復の必要がない
と認めた場合は, この限りでない｡
２ 市長は, 許可を受けた者に対して, 前項の規定による原状の回復又はそ
の必要がない場合に対する措置について, 必要な指示をすることができる｡
(許可期間及び更新)
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50(1215) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
第五条 第三条第一項の規定による許可期間は, 同条同項第一号にかかるも
のについては三年をこえない期間で, 同条同項第二号から第四号までにか
かるものについては一年をこえない期間とする｡
２ 前項の許可の期間満了後引き続いて許可にかかる行為をしようとする者
は, 許可の期間満了の日の一月前までに申請書を提出して市長の許可を受
けなければならない｡
(許可に基づく地位の承継)
第六条 相続人, 合併により設立される法人, その他の第三条第一項の許可
を受けた者の一般承継人は, 被承継人が有していたこれらの規定による許
可に基づく地位を承継する｡
２ 前項の規定により地位を承継した者は, その承継の日から一月以内に市
長に届け出なければならない｡
(権利の譲渡)
第七条 第三条の許可に基づく権利は, 市長の承認を受けなければ譲渡する
ことができない｡
２ 前項の規定により承認を受けようとする者は, 申請書な市長に提出しな
ければたらない｡
３ 第一項の規定により権利を譲り受けた者は, 譲渡人が有していたその許
可に基づく地位を承継する｡
(使用料の額)
第八条 第三条第一項第一号又は第二号の許可を受けた者は, 別表に定める
使用料を市に納付したければならない｡
(使用料の減免)
第九条 使用料は, 次の各号の一に該当する場合は減免することができる｡
 国又は地方公共団体が公共の用に供するとき｡
 かんがいの用に供するとき｡
 公益上その他特別の事情により市長が必要があると認めるとき｡
(使用料の徴収方法)
第一〇条 使用料は, 次の各号に定めるところにより徴収する｡
 占用期間が一会計年度内にあるときは, その全額を前納したけれぱな
らない｡
 占用期間が二会計年度以上にわたるときは, 当該許可の年度の使用料
については前号により徴収し, 翌年度以降の使用料については, 毎年度
その会計年度の開始の日から起算して一月以内に納付しなければならな
い｡
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(使用料の額の変更及び返還)
第一一条 第一四条第一項第四号若しくは策五号の規定による処分により,
占用期間その他使用料の額の算定の基礎となつた事項に変更があつたとき
は, その額を変更するものとし, すでに納めた使用料の額が当該変更後の
額をこえるときは, そのこえる額の使用料はこれを返還する｡
(工事原因者の工事の施行)
第一二条 市長は, 河川工事以外の工事 (以下 ｢他の工事｣ という｡) 又は
普通河川等を損傷した行為若しくは普造河川等の現状を変更する必要を生
じさせた行為 (以下 ｢他の行為｣ という｡) によつて必要を生じた河川工
事を当該他の工事の施行者又は他の行為の行為者に施行させることができ
る｡
(原因者負担金)
第一三条 市長は, 他の工事又は他の行為により必要を生じた河川工事に要
する費用については, その必要を生じた限度において, 当該他の工事又は
他の行為につき費用を負担する者にその全部又は一部を負担させることが
できる｡
(市長の処分)
第一四条 市長は, 次の各号の一に該当する者に対してその許可を取り消し,
変更し, その効力を停止し, その条件を変更し, 若しくは新たに条件を付
し, 又は工事その他の行為の中止, 工作物の改築若しくは除却, 工事その
他の行為若しくは工作物により生じた, 若しくは生ずべき損害を除去し,
若しくは予防するために必要な施設の設置その他の措置をとること若しく
は普通河川等を原状に回復することを命ずることができる｡
 この条例の規定又はこれに基づく処分に違反した者
 この条例の規定による許可に付した条件に違反した者
 詐欺その他不正の手段により, この条例の規定による許可を受けた
者
 河川工事のためやむを得ない必要があるとき｡
, 前号に掲げる場合のほか, 公益上やむを得ない必要があるとき｡
(占用等の許可の特例)
第一五条国 日本専売公社, 日本国有鉄道及び日本電信電話公社 (以下 ｢国
等｣ という｡) 並びに地方公共団体が行なう事業についてのこの条例の規
定の適用については, 国等又は地方公共団体と市長との協議が成立するこ
とをもつて, これらの規定による許可があつたものとみなす｡
(罰則)
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52(1213) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
第一六条 次の各号の一に該当する者は, 六月以下の懲役又は三万円以下の
罰金に処する｡
 第三条第一項の規定に違反して工作物の新築, 改築その他により流
水を占用した者
 第三条第一項の規定k違反して土地の掘さく, 盛土若しくは切土そ
の他土地の形状を変更する行為をし, 又は竹木の栽植若しくは伐採を
した者
第一七条 詐欺その他不正な手段により, 第三条第一項第一号のうち工作物
の新築, 改築その他の目的のため流水の占用又は同条同項第三号の許可を
受けた者は, 二万円以下の罰金に処する｡
第一八条 市長は, 詐欺その他不正り行為により, 使用料の徴収を免れたも
のについては, その徴収を免れた五倍に相当する金額以下の過料を科する｡
第一九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人, 使用人その他の従業
者が, その法人又は人の業務に関し, 第一六条又は第一七条の違反行為を
したときは, 行為者を罰するほか, その法人又は人に対して各本条の罰金
刑を科する｡
(経過措置)
第二〇条 第二条の規定により市長が行なう普通河川等の指定の際, 現に権
原に基づき, この条例の規定により許可を要する行為を行たつている者又
はこの条例の規定によりその設置について許可を要する工作物を設置して
いる者は, 従前と同様の条件により当該行為又は工作物の設置について,
この条例の規定による許可を受けたものとみなす｡
(規則の委任)
第二一条 この条例の施行について必要な事項は, 市長が別に定める｡
附則 この条例は, 昭和四二年四月一日から施行する｡
別表使用料 (略)
52 高知市法定外公共物管理条例 (平成17年１月１日条例第42号)
(目的)
第１条 この条例は, 法令に特別の定めがあるもののほか, 法定外公共物の
管理について必要な事項を定めることにより, 法定外公共物の適正な利用
を図り, もって公共の福祉の増進に寄与することを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例において ｢法定外公共物｣ とは, 公共の用に供されている
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財産で, 市が所有する次に掲げるものをいう｡
 道路法 (昭和27年法律第180号) が適用されない道路
 河川, 湖沼, ため池, 水路等で河川法 (昭和39年法律第167号) が適
用又は準用されず, 及び下水道法 (昭和33年法律第79号) が適用されな
いもの並びにこれらが存する土地
 前２号に掲げる財産に附属する工作物, 物件又は施設 (以下 ｢工作物
等｣ という｡)
(禁止行為)
第３条 何人も, 法定外公共物について, 次に掲げる行為をしてはならない｡
 法定外公共物を損傷し, 又は汚損すること｡
 法定外公共物に土石 (砂を含む｡ 以下同じ｡), 竹木, 廃棄物, 汚物そ
の他これらに類するものを投棄し, 又はたい積すること｡
 前２号に掲げるもののほか, 法定外公共物の保全又は利用に支障を及
ぼすおそれのある行為をすること｡
(行為の許可)
第４条 法定外公共物について, 次に掲げる行為をしようとする者は, あら
かじめ市長の許可を受けなければならない｡ 当該許可を受けた事項を変更
しようとするときも, また同様とする｡
 法定外公共物の敷地を占用すること｡
 法定外公共物の敷地内において, 工作物等を新築し, 改築し, 又は除
却すること｡
 法定外公共物の敷地内において, 掘削, 盛土, 切土その他土地の形状
を変更すること｡
 法定外公共物の敷地内において, 土石その他の産出物を採取すること｡
 前各号に掲げるもののほか, 法定外公共物の現状に影響を及ぼすおそ
れのある行為をすること｡
２ 市長は, 前項の許可をする場合において, 法定外公共物の管理上必要な
条件を付することができる｡
(許可の期間)
第５条 前条第１項の許可 (以下 ｢使用許可｣ という｡) の期間は, １年以
内とする｡ ただし, 市長が必要と認めるときは, 当該許可の期間を更新す
ることができる｡
(使用料)
第６条 市長は, 使用許可を受けた者 (以下 ｢使用者｣ という｡) から使用
料を徴収する｡
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54(1211) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
２ 使用料の額, 計算方法及び徴収方法については, 高知市財産条例 (昭和
39年条例第13号) の行政財産の目的外使用に係る使用料の規定を準用する｡
３ 既に納付された使用料は, 還付しない｡ ただし, 市長が特別の事由があ
ると認めるときは, その全部又は一部を還付することができる｡
(使用料の減免)
第７条 市長は, 次の各号のいずれかに該当するときは, 使用料を減額し,
又は免除することができる｡
 国又は他の地方公共団体が, 公用又は公共用に使用するとき｡
 居住者等が出入りのために使用する通路橋を設置するとき｡
 ガス, 上下水道等の各戸引込管線類を設置するとき｡
 前３号に掲げるもののほか, 市長が特に必要と認めたとき｡
(権利の譲渡等の禁止)
第８条 使用者は, 使用許可に基づく権利を第三者に譲渡し, 貸し付け, 又
は担保に供してはならない｡ ただし, 市長の承認を得たときは, この限り
でない｡
(地位の承継)
第９条 使用者について相続, 合併又は分割があったときは, その相続人,
合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により使
用許可に基づく権利若しくは当該使用許可に係る工作物等を承継した法人
は, 使用者が有していた当該使用許可に基づく地位を承継する｡
２ 前項の規定により使用者の地位を承継した者は, その承継のあった日か
ら30日以内に, その旨を市長に届け出なければならない｡
(許可の取消し等)
第10条 市長は, 使用者が次の各号のいずれかに該当するときは, 法定外公
共物の使用許可を取り消し, 使用を停止させ, 若しくは許可条件を変更し,
又は工作物等の改築, 移転, 除去等を命ずることができる｡
 この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき｡
 偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき｡
 許可条件に違反したとき｡
２ 市長は, 次の各号のいずれかに該当するときは, 使用者に対し前項の規
定による処分をし, 又は措置を命ずることができる｡
 法定外公共物の管理上著しい支障が生じたとき｡
 法定外公共物に関する工事等のため, やむを得ない必要が生じたとき｡
 前２号に掲げるもののほか, 公益上やむを得ない必要が生じたとき｡
(原状回復)
論
説
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第11条 次の各号のいずれかに該当する者は, 自己の費用によって法定外公
共物の全部又は一部を原状に回復しなければならない｡ ただし, 市長が原
状に回復することが適当でないと認めるときは, この限りでない｡
 第３条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者
[第３条]
 第４条第１項の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者
[第４条第１項]
 使用許可の期間が満了した者
 使用許可に係る事由が消滅した者
２ 市長は, 前項に該当する者に対し, 必要な指示を行い, 又は必要な措置
をとることを命ずることができる｡
(委任)
第12条 この条例の施行について必要な事項は, 規則で定める｡
(罰則)
第13条 次の各号のいずれかに該当する者は, ５万円以下の過料を科する｡
 第３条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者
[第３条]
 第４条第１項の許可を受けないで同項各号に掲げる行為をした者
[第４条第１項]
 第８条の規定に違反した者
[第８条]
 第10条の規定による市長の命令に従わなかった者
[第10条]
 第11条第２項の規定による市長の命令に従わなかった者
[第11条第２項]
２ 詐欺その他不正の行為により, 使用料の徴収を免れた者については, そ
の徴収を免れた金額の５倍に相当する金額 (当該５倍に相当する金額が５
万円を超えないときは, ５万円とする｡) 以下の過料を科する｡
附 則
(施行期日)
１ この条例は, 平成17年４月１日から施行する｡
(高知市普通河川等管理条例等の廃止)
２ 次に掲げる条例は, 廃止する｡
 高知市普通河川等管理条例 (昭和42年条例第１号)
 高知市水路等占用料条例 (昭和52年条例第14号)
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56(1209) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(以下略)
51 南国市法定外公共用財産管理条例 (平成17年３月18日条例第１号)
(目的)
第１条 この条例は, 法定外公共用財産の管理に関し必要な事項を定めるこ
とにより, 法定外公共用財産の適正な利用を図り, もって公共の福祉の増
進に寄与することを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例において, ｢法定外公共用財産｣ とは, 本市が所有し, か
つ, 一般の公共の用に供されている道路, 河川, 湖沼, ため池, 水路等
(これらと一体をなしている施設を含む｡) のうち, 道路法 (昭和27年法律
第180号), 河川法 (昭和39年法律第167号), 下水道法 (昭和33年法律第79
号) その他の法令の適用又は準用を受けないものをいう｡
(禁止行為)
第３条 何人も, 法定外公共用財産に関し, 次に掲げる行為をしてはならな
い｡
 法定外公共用財産を損傷すること｡
 法定外公共用財産に土砂, 竹木等をたい積すること｡
 法定外公共用財産に廃棄物その他汚物を投棄すること｡
 前３号に掲げるもののほか, 法定外公共用財産の保全又は利用に支障
を及ぼすおそれのある行為をすること｡
(許可を要する行為)
第４条 次に掲げる行為をしようとする者は, 市長の許可を受けなければな
らない｡
 法定外公共用財産の敷地を占用すること｡
 法定外公共用財産の敷地内に施設, 構造物等 (かんがい用水として使
用するための施設及び水質汚濁防止のための施設を除く｡) を新築し,
改築し, 若しくはこれらに類する工事をし, 又は法定外公共用財産の敷
地内を掘削し, 盛土し, 若しくはこれらに類する工事をすること｡
 法定外公共用財産の敷地内から砂利, 砂, 土砂その他これらに類する
ものを採取すること｡
 前３号に掲げるもののほか, 法定外公共用財産の現状に影響を及ぼし,
又はその恐れのある行為をすること｡
２ 前項の許可を受けようとする者は, 規則で定めるところにより, 必要な
論
説
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書類を添付のうえ市長に申請しなければならない｡
３ 市長は, 第１項の許可をするに当たり, 法定外公共用財産の管理上必要
な条件を付することができる｡
(許可の特例)
第５条 国又は地方公共団体が行う前条第１項各号に掲げる行為については,
市長の許可を受けることを要しない｡ この場合において, 当該国又は地方
公共団体は, その行為をしようとするときは, あらかじめ市長に協議しな
ければならない｡
(占用の許可期間)
第６条 第４条第１項各号に掲げる行為を許可する期間は, ５年以内とする｡
ただし, 同項第３号に掲げる行為を許可する期間は, ３箇月以内とする｡
２ 第４条第１項各号に掲げる行為を許可する期間は, 更新することができ
る｡ この場合において, 同項各号に掲げる行為の許可の期間を更新するこ
とができる期間は, 当該更新前の許可の期間を超えることができない｡
３ 第４条第１項各号に掲げる行為の許可を受けた者 (以下 ｢使用者｣ とい
う｡) は, 前項の規定に基づき更新の許可を受けようとするときは, 当該
期間満了の日の30日前までに市長に申請しなければならない｡
(許可の変更)
第７条 使用者は, 許可を受けた事項を変更しようとするときは, 規則で定
めるところにより, 変更の許可を受けなければならない｡
２ 第５条の規定により国又は地方公共団体が市長に協議した後, 当該協議
に係る事項を変更しようとするときは, 当該事項について市長に協議する
ものとする｡
(占用料等の額)
第８条 占用料又は採取料は, 別表に定める額 (消費税相当額を含む｡ 消費
税法 (昭和63年法律第108号) 第６条第１項の規定により非課税とされる
ものにあっては, 当該占用料又は採取料の額から消費税相当額を減じた額)
(その額に10円未満の端数があるときは, これを切り捨てた額) とする｡
(占用料等の徴収方法)
第９条 占用料又は採取料は, 使用者から徴収する｡
２ 占用料は, 占用の期間が２年以上にわたる場合にあっては, 各年度の占
用に係る額をそれぞれ各年度の当初に徴収するものとし, 最初の年度の占
用に係る額については, 許可の際に徴収する｡
３ 採取料は, 許可の際にその全額を徴収する｡
(占用料等の減免)
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58(1207) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
第10条 市長は, 次の各号のいずれかに該当するときは, 占用料及び採取料
を減額し, 又は免除することができる｡
 国又は地方公共団体が法定外公共用財産を占用するとき｡
 公益上その他特別の事由があるとき｡
 住居の用に供する建物 (営業用を除く｡) に出入りする通路又は通路
橋を設けるとき｡
 住居の用に供する建物 (営業用を除く｡) から雨水又は汚水の排水管
を布設するとき｡
(占用料等の還付)
第11条 既納の占用料及び採取料は, 還付しない｡ ただし, 次の各号のいず
れかに該当するときは, この限りでない｡
 災害その他やむを得ない理由があるとき｡
 第13条第２項の規定により許可を取り消したとき｡
(権利義務の移転等の制限)
第12条 第４条第１項の許可により生じた権利義務は, 市長の許可を受けな
ければ移転又は貸付けの目的とすることができない｡ ただし, 相続又は法
人の合併若しくは分割による場合は, この限りでない｡
２ 相続又は法人の合併若しくは分割によって第４条第１項の許可により生
じた権利義務を承継した者は, その承継の日から30日以内にその旨を市長
に届け出なければならない｡
(許可取消し, 条件変更, 措置命令)
第13条 市長は, 次の各号のいずれかに該当する者に対し, その許可を取り
消し, 若しくはその条件を変更し, 又は法定外公共用財産を原状に回復す
る等必要な措置を命ずることができる｡
 第３条各号に掲げる禁止行為を行った者
 偽りその他不正な手段により第４条第１項の許可を受けた者
 第４条第３項の許可に付した条件に違反した者
２ 市長は, 次の各号のいずれかに該当するときは, 使用者に対し, 前項に
規定する処分をし, 又は措置を命ずることができる｡
 国又は地方公共団体が法定外公共用財産に関する工事等のため, やむ
を得ない必要が生じたとき｡
 使用者以外の者に第４条第１項各号に掲げる行為を許可する公益上の
必要が生じたとき｡
 前２号に掲げるもののほか, 法定外公共用財産の維持管理上やむを得
ない必要が生じたとき｡
論
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(費用の徴収)
第14条 市長は, 前条の規定により法定外公共用財産の原状回復, 改善その
他必要な措置を命じられた者がその命令に従わないときは, これを行い,
その費用を徴収するものとする｡
(原状回復の義務)
第15条 使用者は, 第４条第１項の許可の期間が満了したとき, 又は当該許
可に係る行為の事由が消滅したときは, 速やかに法定外公共用財産を原状
に回復しなければならない｡ ただし, 市長が原状に回復することが適当で
ないと認めるときは, この限りでない｡
(許可内容の確認)
第16条 市長は, 使用者が第４条第１項の許可した内容及びその付した条件
を遵守し, 法定外公共用財産の機能, 構造等に支障が生じていないか, 調
査, 確認することができる｡
(土木工事)
第17条 第４条第１項第２号に掲げる行為の許可を受けた者は, 工事に着手
しようとするとき, 及び工事を完了したときは, 規則で定めるところによ
り, 市長に届け出なければならない｡
(協議による境界の決定)
第18条 市長は, 法定外公共用財産の境界が明らかでないためその管理に支
障があると認めるときは, 隣接地の所有者に対し, 立会場所, 期日その他
必要な事項を通知して境界を確定するための協議を求めることができる｡
２ 法定外公共用財産の隣接地の所有者は, 当該法定外公共用財産との境界
が明らかでないため支障があるときは, 市長に対し, 境界を確定するため
の協議を求めることができる｡
３ 市長及び法定外公共用財産の隣接地の所有者は, 前２項の協議が整った
ときは, 書面により当該確定された境界を明らかにしなければならない｡
(他人の土地への立入り)
第19条 市長は, 法定外公共用財産の調査若しくは測量を行うため, 又は法
定外公共用財産の維持管理を行うため必要があるときは, その職員を他人
の占有する土地に立ち入らせることができる｡
２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする職員は, その
身分を示す証明書を携帯し, 関係者に提示しなければならない｡
(委任)
第20条 この条例の施行に関し必要な事項は, 規則で定める｡
(過料)
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60(1205) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
第21条 次の各号のいずれかに該当する者は, ５万円以下の過料に処する｡
 第３条の規定に違反した者
 第４条第１項の許可を受けないで同項各号に掲げる行為をした者
 第13条の規定による命令に違反した者
２ 詐欺その他不正の行為により, 占用料又は採取料の徴収を免れた者は,
その免れた金額の５倍に相当する金額 (当該５倍に相当する金額が５万円
を超えないときは, ５万円とする｡) 以下の過料に処する｡
附 則 (略)
別表第１ (第８条関係)
占用料金 (単位：円)
(略)
別表第２ (第８条関係)
採取料金
62 南国市土地改良事業補助金交付規程 (昭和48年11月１日告示第13号)
(趣旨)
第１条 この規程は, 土地改良法 (昭和24年法律第195号) に規定する手続
きを了している団体の行う土地改良事業の補助金の交付に関し必要な事項
を定めるものとする｡
(補助の目的及び対象事業)
論
説
(単位：円)
種別 単位 採取料
土 １立方メートルにつき 78.75
砂 １立方メートルにつき 94.5
かき込み砂利 １立方メートルにつき 94.5
砂利 １立方メートルにつき 126
(略)
こうぞ １束 (１メートル締めのもの) 31.5
雑木 層積１立方メートルにつき 210
竹 １束 (１メートル締めのもの) 63
その他の産出物
上記各項の種別の欄の種別に応ずる額に準
じて市長の定める額
備考 (略)
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 61(1204)
第２条 市は, 土地改良事業を推進するため, 土地改良区その他市長が適当
と認める団体 (以下 ｢補助事業者｣ という｡) が行う土地改良事業に要す
る経費 (以下 ｢補助事業費｣ という｡) に対し, 予算の範囲内で補助金を
交付する｡
(補助事業の範囲及び補助率)
第３条 補助事業の種類, 種類別の補助事業の範囲及び補助率は次のとおり
とするが, 特別に市長が必要と認める事業については, この限りではない｡
 かんがい排水事業等
種別及び補助率は, 次表のとおりとし, 採択基準については団体営土地改
良事業実施要綱 (昭和46年６月25日付け46農地国第367号農林事務次官依
命通達) 並びに農道整備事業実施要綱 (昭和46年６月25日付け46農地国第
369号農林事務次官依命 通達) の規定を準用する｡
 県費補助小規模土地改良事業
(中略)
 市単独土地改良事業
第２号の事業と同種の事業であって, 関係面積が0.5ヘクタール以上, ５
ヘクタール未満 (関係戸数２戸以上) の事業で市長が必要と認めるもの
第４条 補助金の交付の申請をしようとするものは, 次に掲げる事項を記載
した補助金交付申請書 (様式第１号) を市長に提出しなければならない｡
 申請者の住所及び氏名
 補助事業の目的及び計画内容
 補助事業の経費の配分, 経費の使用方法, 当該事業の着手及び完了の
予定期日, その他当該事業の遂行に関する計画
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種別 補助率
かんがい排水事業
１ 補助事業費の10分の2.2以内
２ 関係面積が100ヘクタール以上であって, かつ,
補助事業費が５千万円以上で市長が, 必要と認め
る事業にあっては, 補助事業費の10分の1.7以内
暗渠排水事業 補助事業費の10分の２以内
(以下略)
種別 補助率
市単土地改良事業
１ かんがい排水事業にあっては, 補助事業費の10
分の4.5以内
２ 農道の新設並びに改良にあっては, 補助事業費
の10分の５以内 (補助金交付の申請)
62(1203) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
 市以外のものより補助金を受け施行する場合は, 補助金決定通知書の
写し
 収支予算書又はこれに代わる書類
 工事の施行にあっては, 実施設計書
(以下略)
７ 四万十市普通河川等管理条例 (平成17年４月10日条例第185号)
(目的)
第１条 この条例は, 法令に特別の定めがあるものを除き, 普通河川等に係
る管理について必要な事項を定め, もって公共の安全を保持し, かつ, 公
共の福祉を増進することを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例において ｢普通河川等｣ とは, 河川法 (昭和39年法律第
167号) の適用又は準用を受けない 公共の用に供せられる河川, 沼, ため
池, ほり, 水路及びみぞで市長の指定する区域をいい, 公共の安全を保持
し, 又は公共の利益を増進するためこれらに設け られた堤防, 護岸, 水
制, 床留め水門, 閘門, 樋管等の施設を含むものとする｡
(占用等の許可)
第３条 普通河川等において, 次の各号のいずれかに掲げる行為をしようと
する者は, 市長の許可を受けなければならない｡
 工作物の新築, 改築その他により流水又は土地を占用するとき｡
 土石等の河川の産出物を採取しようとするとき｡
 土地の掘削, 盛土若しくは切土その他土地の形状を変更する行為 (前
号の許可に係る行為のためにするものを除く｡) 又は竹木の栽植若しく
は伐採をしようとするとき｡
 流水の方向, 清潔, 流量, 幅員又は深浅等について, 河川管理上支障
を及ぼすおそれのある行為をしようとするとき｡
２ 前項の規定により許可を受けた者が, 当該許可に係る事項を変更しよう
とするときは, 市長の許可を受けなければならない｡
３ 市長は, 前２項の許可に普通河川等の管理上必要な条件を付することが
できる｡
(原状回復義務等)
第４条 前条第１項の許可を受けた者は, 許可の期間が満了したとき, その
他許可の効力を失った場合には, 直ちに市長に届け出て普通河川等を原状
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に回復しなければならない｡ ただし, 市長において原状回復の必要がない
と認めた場合は, この限りでない｡
２ 市長は, 許可を受けた者に対して, 前項の規定による原状の回復又はそ
の必要がない場合に対する措置について必要な指示をすることができる｡
(許可期間及び更新)
第５条 第３条第１項の規定による許可期間は, 同項第１号に係るものにつ
いては５年を超えない期間で, 同項第２号から第４号までに係るものにつ
いては１年を超えない期間とする｡
２ 前項の許可の期間満了後, 引き続いて許可に係る行為をしようとする者
は, 許可の期間満了の日の１月前までに申請書を提出して市長の許可を受
けなければならない｡
(許可に基づく地位の承継)
第６条 相続人合併により設立される法人その他の第３条第１項の許可を受
けた者の一般承継人は, 被承継人が有していたこれらの規定による許可に
基づく地位を承継する｡
２ 前項の規定により地位を承継した者は, その承継の日から１月以内に市
長に届け出なければならない｡
(権利の譲渡)
第７条 第３条の許可に基づく権利は, 市長の承認を受けなければ譲渡する
ことができない｡
２ 前項の規定により承認を受けようとする者は, 申請書を市長に提出しな
ければならない｡
３ 第１項の規定により, 権利を譲り受けた者は, 譲渡人が有していたその
許可に基づく地位を承継する｡
(使用料の額)
第８条 第３条第１項第１号又は第２号の許可を受けた者は, 別表第１又は
別表第２に 定める額 (消費税法 (昭和63年法律第108号) 第６条第１項の
規定により非課税とされるものを除くものにあっては, 算定した当該使用
料に100分の105を乗じて得た額 (その額に10円未満の端数があるときは,
これを切り捨てた額)) を使用料として市長に納付しなければならない｡
(使用料の減免)
第９条 使用料は, 次の各号のいずれかに該当する場合は, 減免することが
できる｡
 国又は地方公共団体が公共の用に供するとき｡
 かんがいの用に供するとき｡
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 公益上その他特別の事業により市長が必要があると認めるとき｡
(使用料の納付)
第10条 使用料は, 第５条の規定により許可を受けた期間に係る分を当該許
可の際に一括して納付しなければならない｡ ただし, 当該占用の期間が翌
年度以降にわたる場合は, １年度分ごとに分割して納付することができる｡
(使用料の額の変更及び返還)
第11条 第14条第４号又は第５号の規定による処分により, 占用期間その他
使用料の額の算定の基礎となった事項に変更があったときは, その額を変
更するものとし, 既に納めた使用料の額が当該変更の額を超えるときは,
その超える額の使用料は, これを返還する｡
(工事原因者の工事の施行)
第12条 市長は, 河川工事以外の工事 (以下 ｢他の工事｣ という｡) 又は普
通河川等を損傷した行為若しくは普 通河川等の現状を変更する必要を生
じさせた行為 (以下 ｢他の行為｣ という｡) によって必要を生じた河川工
事を当該他の工事の施行者又は他の行為の行為者に 施行させることがで
きる｡
(原因者負担金)
第13条 市長は, 他の工事又は他の行為により必要を生じた河川工事に要す
る費用については, その必要を生じた限度において当該他の工事又は他の
行為につき費用を負担する者にその全部又は一部負担させることができる｡
(市長の処分)
第14条 市長は, 次の各号のいずれかに該当する者に対して, その許可を取
り消し, 変更し, その効力を停止し, その条件を変更し, 若しくは新たに
条件を付し, 又は工事その他の行為の中止, 工作物の改築若しくは除去,
工事その他の行為若しくは工作物により生じた若しくは生ずべき損害を除
去し, 若しくは予防するために必要な施設の設置その他の措置をとること
若しくは普通河川等を原状に回復することを命ずることができる｡
 この条例の規定又はこれに基づく処分に違反した者
 この条例の規定による許可に附した条件に違反した者
 詐欺その他不正の手段によりこの条例の規定による許可を受けた者
 河川工事のためやむを得ない必要があるとき｡
 前号に掲げる場合のほか, 公益上やむを得ない必要があるとき｡
(占用等の許可の特例)
第15条 国及び地方公共団体が行う事業についてのこの条例の規定の適用に
ついては, 国又は地方公共団体と市長との協議が成立することをもって,
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これらの規定による許可があったものとみなす｡
(委任)
第16条 この条例の施行について必要な事項は, 市長が別に定める｡
(罰則)
第17条 次の各号のいずれかに該当する者は, ６箇月以下の懲役又は３万円
以下の罰金に処する｡
 第３条第１項の規定に違反して工作物の新築, 改築その他により流水
を占用した者
 第３条第１項の規定に違反して土地の掘削, 盛土若しくは切土その他
土地の形状を変更する行為をし, 又は竹木の栽植若しくは伐採をした者
第18条 詐欺その他不正な手段により, 第３条第１項第１号のうち工作物の
新築, 改築その他の目的のため流水の占用又は同条同項第３号の許可を受
けた者は, ２万円以下の罰金に処する｡
第19条 市長は, 詐欺その他不正の行為により, 使用料の徴収を免れたもの
については, その徴収を免れた５倍に相当する金額 (当該５倍に相当する
金額が５万円を超えないときは, ５万円とする｡) 以下の過料を科する｡
第20条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人, 使用人その他の従業者
が, その法人又は人の業務に関し第17条又は第18条の違反行為をしたとき
は, 行為者を罰するほか, その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科す
る｡
附 則
(略)
別表第１ (第８条関係) (略)
別表第２ (第８条関係) 土砂等採取料 (略)
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Legal Problems of Use and Management
for ‘Non-designated River’
Akinori EBARA
As urbanization progresses, rivers have become far removed from
people’s lives. And River Act doesn’t apply to ‘non-designated river’ (small
rivers and streams). Many non-designated rivers are changed to drainage or
to land.
Cities, towns, or villages manage non-designated rivers. Many local gov-
ernments enact ‘common property management ordinance’; some of them
enact ‘non-designated river management ordinance’.
There are many types of non-designated river management system. We
discuss some legal problems of use and management for non-designated
river.
１ The meaning of non-designated river
２ Types of non-designated river ordinance
３ Variation of management
 Kochi case
 Suginami and Setagaya cases
 Nangoku case; management for agriculture
 Nisinomiya, Kochi and Shimanto cases; management for flood pro-
tection
 Sapporo, Tsuwano, Kodaira and Shimanto cases; management for
environmental maintenance and preservation
 Development permission and non-designated river; Consent of
Public Facility Administrators, etc. (Art. 32 of City Planning Act)
４ Conclusion
